
議案第３５号  
 

平成３０年度秦野市水道事業会計決算の認定について 
 

平成３０年度秦野市水道事業会計決算について、別冊のとおり監査委員の意

見を付けて認定を求める。 
 

令和元年９月１８日提出 
 

秦野市長 高 橋 昌 和  
 

提案理由 
地方公営企業法第３０条第４項の規定により議会の認定を求めるものであり

ます。 
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平成３０年度

水 道 事 業 会 計 決 算 書



平成３０年度

水 道 事 業 会 計 決 算 書



１ 　　平　成　３ ０　年　度　秦　野　市

　収　 入

第１款  水道事業収益

 　第１項  営業収益

　 第２項  営業外収益

 　第３項  特別利益

  支　 出

当初予算額
予備費
支出額

流　用
増減額

地方公営企
業法第２４
条第３項の
規定による
支 出 額

第１款　水道事業費用

　 第１項　営業費用 △ 20,371,573

　 第２項  営業外費用

　 第３項  特別損失

　 第４項　予備費 △ 20,000,000

区          分 補　 正
予算額

小   計

予                    算                    額　　

（１） 収益的収入及び支出

地 方 公 営 企 業 法 第 条
第 ３ 項 の 規 定 に よ る 支
出 額 に 係 る 財 源 充 当 額

区          分
当初予算額

予          算          額

合        計補正予算額
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１ 　　平　成　３ ０　年　度　秦　野　市

　収　 入

第１款  水道事業収益

 　第１項  営業収益

　 第２項  営業外収益

 　第３項  特別利益

  支　 出

当初予算額
予備費
支出額

流　用
増減額

地方公営企
業法第２４
条第３項の
規定による
支 出 額

第１款　水道事業費用

　 第１項　営業費用 △ 20,371,573

　 第２項  営業外費用

　 第３項  特別損失

　 第４項　予備費 △ 20,000,000

区          分 補　 正
予算額

小   計

予                    算                    額　　

（１） 収益的収入及び支出

地 方 公 営 企 業 法 第 条
第 ３ 項 の 規 定 に よ る 支
出 額 に 係 る 財 源 充 当 額

区          分
当初予算額

予          算          額

合        計補正予算額

  水　道　事　業　決　算　報　告　書

単位：円

単位：円

地方公営企
業法第２６
条第２項の
規定による
繰 越 額

合     計

（決算額のうち仮払消費税及び
 地方消費税       　84,819,943円)

（決算額のうち仮払消費税及び
 地方消費税            　  49,801円)

(決算額のうち仮受消費税及び地方消費税  11,585,102円)

決  算  額

予算額に比べ
決　 算 　額
の 　増 　減

△ 8,736,771

備                    考

(決算額のうち仮受消費税及び地方消費税 178,664,479円)

(決算額のうち仮受消費税及び地方消費税          3,685円)

備          考

地方公営企
業法第２６
条第２項の
規定による
繰 越 額

不  用  額

予                    算                    額　　

継続費
逓　次
繰越額

決   算   額

予          算          額

合        計

－225－



　収　 入

  支　 出

当初予算額
予備費
支出額

流　用
増減額

継 続 費
逓　  次
繰 越 額

第１款　 資本的収入

　 第２項   企業債償還金

 　第３項　 基金積立金

　 第１項　 企業債

小　　計

 　第４項　 その他資本的
　　 　　 　　支出

　 第２項　 工事負担金

　 第６項   その他資本的
   　　　　   収入

第１款　 資本的支出

　 第４項   固定資産売却
   　　　　   代金

　 第３項   補助金

　 第５項　基金繰入金　 

    資本的収入額が資本的支出額に不足する額876,689,044円は、過年度分損益勘定留保資金616,366,586円、 減債積立金130,000,000円、建設改良積立金93,290,000円及び当年度分消費税及び地方消費税資本

的収支調整額 37,032,458円で補填した。

予                    算                    額

地方公営企
業法第２６
条の規定に
よる繰越額

 　第５項　 予備費

区          分

(２)  資本的収入及び支出

小　　計

　 第１項　 建設改良費

区          分

予                    算                    額

当初予算額

補正予算額

地方公営企業法
第２６条の規定
による繰越額に
係る財源充当額

継 続 費 逓 次
繰越額に係る
財 源 充 当 額

補正予算額
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単位：円

合　　計

単位：円

合　　計 合   計

(決算額のうち仮払消費税
 及び地方消費税
　               37,492,595円)

(決算額のうち仮受消費税及び地方消費税  17,465円)

△ 228,300,000

△ 1,231,115

△ 26,914,845

    資本的収入額が資本的支出額に不足する額876,689,044円は、過年度分損益勘定留保資金616,366,586円、 減債積立金130,000,000円、建設改良積立金93,290,000円及び当年度分消費税及び地方消費税資本

的収支調整額 37,032,458円で補填した。

決  算  額

予                    算                    額 翌　年　度　繰　越　額

地方公営企
業法第２６
条の規定に
よる繰越額

不 用 額

備                    考
予算額に比べ
決 　算 　額
の 　増 　減

決  算  額

予                    算                    額

△ 256,605,559

備        考継 続 費
逓    次
繰 越 額

△ 395,379
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（単位：円）

１　営業収益

 (1)　給水収益

 (2)　受託給水工事収益

 (3)　その他の営業収益

２　営業費用

 (1)　原水浄水費

 (2)  配水給水費

 (3)　受託工事費

 (4)　業務費

 (5)　総係費

 (6)　減価償却費

 (7)　資産減耗費

 (8)　その他の営業費用

　　営業利益

３　営業外収益

 (1)　受取利息

 (2)　補助金

 (3)　交付金

 (4)　水道利用加入金

 (5)　引当金戻入益

 (6)　長期前受金戻入

 (7)　雑収益

４　営業外費用

 (1)　支払利息及び企業債取扱諸費

 (2)　雑支出

    経常利益

５　特別利益

 (1)　固定資産売却益

 (2)　過年度損益修正益

６　特別損失

 (1)　固定資産売却損

 (2)　過年度損益修正損

 (3)　減損損失

 (4)  その他特別損失

    当年度純利益

　  前年度繰越利益剰余金

　  その他未処分利益剰余金変動額
　　当年度未処分利益剰余金

２　平成３０年度秦野市水道事業損益計算書

（平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで）
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（単位：円）

１　営業収益

 (1)　給水収益

 (2)　受託給水工事収益

 (3)　その他の営業収益

２　営業費用

 (1)　原水浄水費

 (2)  配水給水費

 (3)　受託工事費

 (4)　業務費

 (5)　総係費

 (6)　減価償却費

 (7)　資産減耗費

 (8)　その他の営業費用

　　営業利益

３　営業外収益

 (1)　受取利息

 (2)　補助金

 (3)　交付金

 (4)　水道利用加入金

 (5)　引当金戻入益

 (6)　長期前受金戻入

 (7)　雑収益

４　営業外費用

 (1)　支払利息及び企業債取扱諸費

 (2)　雑支出

    経常利益

５　特別利益

 (1)　固定資産売却益

 (2)　過年度損益修正益

６　特別損失

 (1)　固定資産売却損

 (2)　過年度損益修正損

 (3)　減損損失

 (4)  その他特別損失

    当年度純利益

　  前年度繰越利益剰余金

　  その他未処分利益剰余金変動額
　　当年度未処分利益剰余金

２　平成３０年度秦野市水道事業損益計算書

（平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで）

単位：円

前年度末残高

前年度処分額

減債積立金の積立

建設改良積立金の積立

自己資本金へ組入

当年度変動額

単位：円

　

前年度末残高

前年度処分額

減債積立金の積立

建設改良積立金の積立

自己資本金へ組入

当年度変動額

資本剰余金の受入 0 0 0 0 0

資本剰余金の受入 0 0 0

393,792,546

393,792,546

0

0

議会の議決による処分額

121,046,552

そ   の   他
資本剰余金

121,046,552

0

121,046,552

0

0

0

当年度末残高
9,679,392,130

減債積立金の使用

建設改良積立金の使用

0

　　　３　平成３０年度秦野市水道事業剰余金計算書　　　
　（平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで）

県補助金

9,666,306,130

13,086,000

9,679,392,130

0

13,086,000

0

9,465,464

0

0

自　 己
資本金

9,465,464

0

9,465,464

0

0

0

資本金 ・資本剰余金の部

処分後残高

0

0

0

76,088,168

0

減債積立金の使用

00

当年度末残高

建設改良積立金の使用

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

393,792,546

資本剰余金
合　　　 　計

76,088,168

0

76,088,168

68,944,963

処分後残高

議会の議決による処分額

資本金 剰　余　金

資　本　剰　余　金

再評価
積立金

国　 庫
補助金

616,000

0

0

0

受贈財産
評  価  額

117,631,399

0

0

0

工　 事
負担金

68,944,963

0

0

0

0

117,631,399

0

0

0

616,000

0

0

0

68,944,963

0

0

0

0

0

13,086,000 00 0 0

0 0 0

剰　余　金

資　本　剰　余　金

0

0

117,631,399

0

616,000

0

0

0

0

0

0

当年度純利益

当年度純利益
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単位：円

減　　債
積立金

前年度末残高

前年度処分額

減債積立金の積立

建設改良積立金の積立

自己資本金へ組入

当年度変動額 △ 130,000,000

△ 130,000,000

資本剰余金の受入

減債積立金の使用

利益剰余金の部　　　　

建設改良
積 立 金

その他未処分利
益剰余金変動額

未処分利
益剰余金

△ 93,290,000

剰　余　金

利  益  剰  余  金

△ 13,086,000

△ 212,063,540

建設改良積立金の使用

△ 346,616,752

△ 346,616,752

△ 134,553,212

処分後残高

△ 93,290,000

当年度末残高

議会の議決による処分額 △ 13,086,000

△ 13,086,000

△ 13,086,000

△ 13,086,000

（繰越利益剰余金）  

当年度純利益

資本合計

（当年度未処分利益剰余金）

利益剰余
金 合 計

△ 13,086,000

単位：円

当年度末残高

議会の議決による処分額 △ 354,612,242 △ 223,290,000

減債積立金の積立 △ 160,027,162

建設改良積立金の積立 △ 194,585,080

自己資本金へ組入 △ 223,290,000

（繰越利益剰余金）

その他未処分利
益剰余金変動額

資本金

４　 平成３０年度秦野市水道事業剰余金処分計算書（案）

処分後残高

資本剰余金
未   処   分
利益剰余金
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単位：円

当年度末残高

議会の議決による処分額 △ 354,612,242 △ 223,290,000

減債積立金の積立 △ 160,027,162

建設改良積立金の積立 △ 194,585,080

自己資本金へ組入 △ 223,290,000

（繰越利益剰余金）

その他未処分利
益剰余金変動額

資本金

４　 平成３０年度秦野市水道事業剰余金処分計算書（案）

処分後残高

資本剰余金
未   処   分
利益剰余金

－231－



（単位：円）

１　固定資産

 (1)　有形固定資産

　　ア　土地

　　イ　立木

　　ウ　建物

　　　  減価償却累計額 △ 637,295,072

　　エ　構築物

　　 　 減価償却累計額 △ 17,568,450,677

　　オ　機械及び装置

　　 　 減価償却累計額 △ 3,865,967,784

　　カ　車両運搬具

　　 　 減価償却累計額 △ 30,962,549

　　キ　工具器具及び備品

　　 　 減価償却累計額 △ 25,182,833

　　ク　建設仮勘定

　　    有形固定資産合計

 (2)　無形固定資産

　　ア　施設利用権

　　イ　電話加入権

　　 　 無形固定資産合計

 (3)　投資

　　ア　基金

　　イ　出資金

　　 　 投資合計

        固定資産合計

２　流動資産

 (1)　現金預金

 (2)　未収金

　　　貸倒引当金 △ 2,300,000

 (3)　貯蔵品

 (4)　前払金

　　 　 流動資産合計

　　 　 資産合計

５　平成３０年度秦野市水道事業貸借対照表

（平成３１年３月３１日）

資産の部

３　固定負債

 (1)　建設改良費等の財源に

　　　充てるための企業債

 (2)　引当金

　　ア　退職給付引当金

　　　引当金合計

　　　固定負債合計

４　流動負債

 (1)　建設改良費等の財源に

　　　充てるための企業債

 (2)　未払金

 (3)　前受金

 (4)　預り金

 (5)　引当金

　　ア　退職給付引当金

　　イ　賞与引当金

　　ウ　法定福利費引当金

　　　引当金合計

 (6)　その他流動負債

　　 　 流動負債合計

５　繰延収益

 (1)　長期前受金

　　ア　受贈財産評価額

　　イ　工事負担金

　　ウ　国庫補助金

　　エ　県補助金

　　オ　その他長期前受金

　　　長期前受金合計

 (2)　収益化累計額

　　ア　受贈財産評価額 △ 1,424,530,244

　　イ　工事負担金 △ 3,202,888,169

　　ウ　国庫補助金 △ 49,047,161

　　エ　県補助金 △ 464,548,664

　　オ　その他長期前受金 △ 611,742,058

　　　収益化累計額合計 △ 5,752,756,296

　　　繰延収益合計

　　　負債合計

負債の部
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３　固定負債

 (1)　建設改良費等の財源に

　　　充てるための企業債

 (2)　引当金

　　ア　退職給付引当金

　　　引当金合計

　　　固定負債合計

４　流動負債

 (1)　建設改良費等の財源に

　　　充てるための企業債

 (2)　未払金

 (3)　前受金

 (4)　預り金

 (5)　引当金

　　ア　退職給付引当金

　　イ　賞与引当金

　　ウ　法定福利費引当金

　　　引当金合計

 (6)　その他流動負債

　　 　 流動負債合計

５　繰延収益

 (1)　長期前受金

　　ア　受贈財産評価額

　　イ　工事負担金

　　ウ　国庫補助金

　　エ　県補助金

　　オ　その他長期前受金

　　　長期前受金合計

 (2)　収益化累計額

　　ア　受贈財産評価額 △ 1,424,530,244

　　イ　工事負担金 △ 3,202,888,169

　　ウ　国庫補助金 △ 49,047,161

　　エ　県補助金 △ 464,548,664

　　オ　その他長期前受金 △ 611,742,058

　　　収益化累計額合計 △ 5,752,756,296

　　　繰延収益合計

　　　負債合計

負債の部
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６　資本金

 (1)　自己資本金

　　 　 資本金合計

７　剰余金

 (1)　資本剰余金

　　ア　再評価積立金

　　イ　受贈財産評価額

　　ウ　工事負担金

　　エ　国庫補助金

　　オ　県補助金

　　カ　その他資本剰余金

　　　　資本剰余金合計

 (2)　利益剰余金

　　ア　減債積立金

　　イ　建設改良積立金

　　ウ　当年度未処分利益剰余金

　 　　 利益剰余金合計

　 　　 剰余金合計

　 　　 資本合計

　 　　 負債資本合計

資本の部

６ 注記

１ 重要な会計方針

固定資産の減価償却の方法

ア 有形固定資産

ｱ 減価償却の方法 定額法による。

ｲ 主な耐用年数

建物 １５～５０年

構築物 ３８～５８年

機械及び装置 ８～２０年

器具及び備品 ３～１５年

イ 無形固定資産

ｱ 減価償却の方法 定額法による。ただし、電話加入権について

は減価償却をしていない。

引当金の計上方法

ア 退職給付引当金

他部局との人事交流のある職員については、一般会計から支出するた

め、それ以外の職員について、簡便法を用いて計上している。

イ 賞与引当金（法定福利費引当金を含む。）

職員の期末勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込

額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

ウ 貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により、回収不

能見込額を計上している。

消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜処理によっている。

２ 引当金の取崩し

 貸倒引当金の取崩し

平成３０年度において、水道料金の不納欠損処分として 円

を執行することとなったため、貸倒引当金 円を取り崩した。引

当金の残額 円は、引当金戻入益とした。
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６　資本金

 (1)　自己資本金

　　 　 資本金合計

７　剰余金

 (1)　資本剰余金

　　ア　再評価積立金

　　イ　受贈財産評価額

　　ウ　工事負担金

　　エ　国庫補助金

　　オ　県補助金

　　カ　その他資本剰余金

　　　　資本剰余金合計

 (2)　利益剰余金

　　ア　減債積立金

　　イ　建設改良積立金

　　ウ　当年度未処分利益剰余金

　 　　 利益剰余金合計

　 　　 剰余金合計

　 　　 資本合計

　 　　 負債資本合計

資本の部

６ 注記

１ 重要な会計方針

固定資産の減価償却の方法

ア 有形固定資産

ｱ 減価償却の方法 定額法による。

ｲ 主な耐用年数

建物 １５～５０年

構築物 ３８～５８年

機械及び装置 ８～２０年

器具及び備品 ３～１５年

イ 無形固定資産

ｱ 減価償却の方法 定額法による。ただし、電話加入権について

は減価償却をしていない。

引当金の計上方法

ア 退職給付引当金

他部局との人事交流のある職員については、一般会計から支出するた

め、それ以外の職員について、簡便法を用いて計上している。

イ 賞与引当金（法定福利費引当金を含む。）

職員の期末勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込

額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

ウ 貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により、回収不

能見込額を計上している。

消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜処理によっている。

２ 引当金の取崩し

 貸倒引当金の取崩し

平成３０年度において、水道料金の不納欠損処分として 円

を執行することとなったため、貸倒引当金 円を取り崩した。引

当金の残額 円は、引当金戻入益とした。
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賞与引当金の取崩し

平成３０年度において、期末手当及び勤勉手当として 円を

支給することとなったため、賞与引当金 円を取り崩した。

法定福利費引当金の取崩し

平成３０年度において、期末手当及び勤勉手当における法定福利費とし

て 円を支出することとなったため、法定福利費引当金

円を取り崩した。

退職給付引当金の取崩し

平成３０年度において、退職給付金として 円を支出するこ

ととなったため、 円取り崩した。

３ セグメント情報の開示

報告セグメントの概要

秦野市水道事業を１つの報告セグメントとしている。

４ 減損損失

グルーピングの方法

水道事業会計において使用している固定資産については、水道水の製造

から販売まですべての資産が一体となってキャッシュ・フローを生成して

いることから、１つの資産グループとしている。

減損の兆候について

水道事業の業務活動から生じる損益が、継続してマイナスでないため、

減損の兆候を認識していない。

５ リース契約により使用する固定資産

リース取引の処理方法

ファイナンス・リース取引のうち、リース料総額が 円以上に

ついては、通常の売買取引に準じた会計処理を行い、 円未満に

ついては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理を行う。

リース会計に係る特例措置

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によっている。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

１年内 円

１年超 円

計 円

６ その他の注記

退職給付引当金に関する経過措置

会計基準変更時差異（ 円）については、平成２６年度から

該当職員の退職までの平均残余勤務年数（ 年）にわたり、均等額を費

用処理している。
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賞与引当金の取崩し

平成３０年度において、期末手当及び勤勉手当として 円を

支給することとなったため、賞与引当金 円を取り崩した。

法定福利費引当金の取崩し

平成３０年度において、期末手当及び勤勉手当における法定福利費とし

て 円を支出することとなったため、法定福利費引当金

円を取り崩した。

退職給付引当金の取崩し

平成３０年度において、退職給付金として 円を支出するこ

ととなったため、 円取り崩した。

３ セグメント情報の開示

報告セグメントの概要

秦野市水道事業を１つの報告セグメントとしている。

４ 減損損失

グルーピングの方法

水道事業会計において使用している固定資産については、水道水の製造

から販売まですべての資産が一体となってキャッシュ・フローを生成して

いることから、１つの資産グループとしている。

減損の兆候について

水道事業の業務活動から生じる損益が、継続してマイナスでないため、

減損の兆候を認識していない。

５ リース契約により使用する固定資産

リース取引の処理方法

ファイナンス・リース取引のうち、リース料総額が 円以上に

ついては、通常の売買取引に準じた会計処理を行い、 円未満に

ついては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理を行う。

リース会計に係る特例措置

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によっている。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

１年内 円

１年超 円

計 円

６ その他の注記

退職給付引当金に関する経過措置

会計基準変更時差異（ 円）については、平成２６年度から

該当職員の退職までの平均残余勤務年数（ 年）にわたり、均等額を費

用処理している。

－237－



平成３０年度

水道事業会計決算附属書類



平成３０年度

水道事業会計決算附属書類



 
 

平成３０年度秦野市水道事業報告書 
 
１ 概 況

（１） 総括事項

平成３０年度の有収水量は、一般家庭の節水機器の導入に加え、ライフス

タイルの変化や人口減少の影響による水需要の減少が続いた結果、前年度よ

り約 万立方メートル減少し、給水収益も前年度に比べて約 万円の減

収となりました。一方、動力費や委託料、修繕料等の経費は増加しましたが、

受水費の削減や事務経費の抑制などの企業努力に加え、新東名高速道路建設

に伴う補償費収入などの収益により、 億 万 円の純利益を得る

ことができました。

建設改良事業については、「水道施設整備計画（総合計画後期基本計画）」

に基づき事業を進めていますが、県事業の進捗に合わせた建設改良繰越など

があり、やや進捗に遅れが生じています。国が平成２７年度に創設した生活

基盤施設耐震化等交付金を初めて活用して導水管などの基幹管路の耐震化を

行うほか、避難所や病院など重要給水施設への配水管の耐震化及び老朽管の

適切な更新を行いましたが、新東名高速道路建設事業に合わせた布設替えや

配水池の統廃合による基幹管路延長を減じた結果、平成３０年度末での管路

の耐震化率は、基幹管路で パーセント（現在計画管路延長に対する基幹

管路耐震化率は、 パーセント）となり、配水管を含めた全水道管路で

パーセント（現在計画管路延長に対する全水道管路耐震化率は、 パーセ

ント）となりました。

給水人口の減少や節水技術の向上などによる水需要の減少に対して、水道

施設の老朽化による更新のための投資や維持管理費用が増加している状況は、

全国の水道事業で顕著に現われており、水道事業の広域化、共同化、官民連

携を進めるように水道法の一部改正が行なわれ、水道事業の健全経営に関心

が寄せられています。これは本市においても大きな課題であることから、次

期新総合計画と連動した「はだの水道ビジョン」や「水道事業計画（水道施

設整備計画と財政計画）」の見直しに取り組み、今後も引き続き安全な水の安

定供給を図れるように、事業の健全経営の維持を図り、ライフラインを提供

 
 

する公営企業としての責務を果たしてまいります。

ア 給水の状況

平成３０年度末の給水戸数は 万 戸で、前年度に比べ、 戸の

増加、給水人口は 万 人（松田町分 戸、 人を含む。 で、

人減少しました。

水道普及率は、前年度と同じ パーセント、総給水量は 万

立方メートルで、前年度に比べ、 万 立方メートル（ パ

ーセント）減少しました。１日平均の給水量は、 万 立方メートル、

１日最大給水量は、７月１８日の 万 立方メートルでした。

県水受水量は 万 立方メートルで、給水量の パーセント

となり、前年度より ポイント下降しました。

また、料金収入となる年間有収水量は、 万 立方メートルで、

前年度に比べ､ 万 立方メートル（ パーセント）の減、有収率

は、 ポイント下降し、 パーセントとなりました。

イ 経営の状況（（ ）内は、消費税及び地方消費税を含んだ額）

平成３０年度の収益的収入及び支出は、収益が 億 万 円（

億 万 円）、費用が 億 万 円（ 億 万

円）で、 億 万 円の純利益となりました。

収益の主なものは、水道料金 億 万 円 億 万

円 、長期前受金戻入 億 万 円、水道利用加入金 億 万円

（ 億 万 円）で、収益全体の パーセントを占めていま

す。

一方、費用の主なものは、減価償却費 億 万 円、県水受水

費 億 万 円（ 億 万 円）、職員給与費 億

万 円（ 億 万 円）、委託料 億 万 円（ 億

万 円）で、費用全体の パーセントを占めています。

なお、１立方メートル当たりの給水原価は 円 銭、供給単価は

円 銭でしたので、 円 銭の販売利益を得ることができました。

また、資本的収入及び支出は、収入が 億 万 円（ 億

万 円）、支出が 億 万 円（ 億 万 円）とな

りました。
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平成３０年度秦野市水道事業報告書 
 
１ 概 況

（１） 総括事項

平成３０年度の有収水量は、一般家庭の節水機器の導入に加え、ライフス

タイルの変化や人口減少の影響による水需要の減少が続いた結果、前年度よ

り約 万立方メートル減少し、給水収益も前年度に比べて約 万円の減

収となりました。一方、動力費や委託料、修繕料等の経費は増加しましたが、

受水費の削減や事務経費の抑制などの企業努力に加え、新東名高速道路建設

に伴う補償費収入などの収益により、 億 万 円の純利益を得る

ことができました。

建設改良事業については、「水道施設整備計画（総合計画後期基本計画）」

に基づき事業を進めていますが、県事業の進捗に合わせた建設改良繰越など

があり、やや進捗に遅れが生じています。国が平成２７年度に創設した生活

基盤施設耐震化等交付金を初めて活用して導水管などの基幹管路の耐震化を

行うほか、避難所や病院など重要給水施設への配水管の耐震化及び老朽管の

適切な更新を行いましたが、新東名高速道路建設事業に合わせた布設替えや

配水池の統廃合による基幹管路延長を減じた結果、平成３０年度末での管路

の耐震化率は、基幹管路で パーセント（現在計画管路延長に対する基幹

管路耐震化率は、 パーセント）となり、配水管を含めた全水道管路で

パーセント（現在計画管路延長に対する全水道管路耐震化率は、 パーセ

ント）となりました。

給水人口の減少や節水技術の向上などによる水需要の減少に対して、水道

施設の老朽化による更新のための投資や維持管理費用が増加している状況は、

全国の水道事業で顕著に現われており、水道事業の広域化、共同化、官民連

携を進めるように水道法の一部改正が行なわれ、水道事業の健全経営に関心

が寄せられています。これは本市においても大きな課題であることから、次

期新総合計画と連動した「はだの水道ビジョン」や「水道事業計画（水道施

設整備計画と財政計画）」の見直しに取り組み、今後も引き続き安全な水の安

定供給を図れるように、事業の健全経営の維持を図り、ライフラインを提供

 
 

する公営企業としての責務を果たしてまいります。

ア 給水の状況

平成３０年度末の給水戸数は 万 戸で、前年度に比べ、 戸の

増加、給水人口は 万 人（松田町分 戸、 人を含む。 で、

人減少しました。

水道普及率は、前年度と同じ パーセント、総給水量は 万

立方メートルで、前年度に比べ、 万 立方メートル（ パ

ーセント）減少しました。１日平均の給水量は、 万 立方メートル、

１日最大給水量は、７月１８日の 万 立方メートルでした。

県水受水量は 万 立方メートルで、給水量の パーセント

となり、前年度より ポイント下降しました。

また、料金収入となる年間有収水量は、 万 立方メートルで、

前年度に比べ､ 万 立方メートル（ パーセント）の減、有収率

は、 ポイント下降し、 パーセントとなりました。

イ 経営の状況（（ ）内は、消費税及び地方消費税を含んだ額）

平成３０年度の収益的収入及び支出は、収益が 億 万 円（

億 万 円）、費用が 億 万 円（ 億 万

円）で、 億 万 円の純利益となりました。

収益の主なものは、水道料金 億 万 円 億 万

円 、長期前受金戻入 億 万 円、水道利用加入金 億 万円

（ 億 万 円）で、収益全体の パーセントを占めていま

す。

一方、費用の主なものは、減価償却費 億 万 円、県水受水

費 億 万 円（ 億 万 円）、職員給与費 億

万 円（ 億 万 円）、委託料 億 万 円（ 億

万 円）で、費用全体の パーセントを占めています。

なお、１立方メートル当たりの給水原価は 円 銭、供給単価は

円 銭でしたので、 円 銭の販売利益を得ることができました。

また、資本的収入及び支出は、収入が 億 万 円（ 億

万 円）、支出が 億 万 円（ 億 万 円）とな

りました。
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この収入額と支出額の差 億 万 円（税込額）は、企業会計

のルールに従い、過年度分損益勘定留保資金などで補いました。

また、本年度における企業債の未償還残高ですが、 億 万

円で、前年度に比べ 億 万 円減少しています。

ウ 建設改良事業の概要

導水管などの基幹管路の耐震化事業では、戸川地区で進めた 件の工事

により、約 メートルの管路を耐震性のあるものに布設替えをしました。

配水管の改良事業においては、曲松一丁目などの地区で進めた 件の

工事により、老朽化した配水管約 メートルをより耐震性のあるもの

に布設替えをしました。

県水送水ルートである幹線管路の耐震化事業では、 件の工事により、

二タ子送水ポンプ場からの送水管等約 メートルの改良を進めました。

施設の整備では、緊急時対策として向山配水場の電気設備等の更新、森

戸下取水場取水ポンプの更新などを実施したほか、災害用給水拠点として

二タ子送水ポンプ場の改修整備を行いました。

第４次拡張整備事業では、新東名高速道路のサービスエリアへの配水拡

大に対応するため、２年間の継続費を設定するなどして堀山下高区配水場

の整備工事を進めました。
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平成31. 2.25 平成31. 3.25

平 成 ３ １ 年
議案第１４号

平成31. 2.25 平成31. 3.25

平 成 ３ １ 年
議案第１７号

平成31. 2.25 平成31. 3. 4

砂防指定地内制限行為許可申請 （ 3件）　

県有地使用許可申請（１件）

保安林使用許可申請（１件）

平成30. 9. 4

秦野市水道事業水道技術管理者及び布設工事監
督者に関する条例の一部を改正することについ
て

（2） 議会議決事項

件                名

平 成 ３ ０ 年
議案第５２号

平成２９年度秦野市水道事業会計決算の認定に
ついて

平成３１年度秦野市水道事業会計予算を定める
ことについて

秦野市水道事業水道技術管理者及び布設工事監
督者に関する条例の一部を改正することについ
て

損害賠償の額を定めることについて

平成３０年度秦野市水道事業会計補正予算
（第１号）を定めることについて

平成３０年度秦野市水道事業会計補正予算
（第２号）を定めることについて

申   請   先

（3） 行政官庁認可（許可）事項

神奈川県知事
（湘南地域県政総合センター）

神奈川県知事

件                              名

県道掘削占用許可申請 （ 3件）
神奈川県知事
（平塚土木事務所）
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この収入額と支出額の差 億 万 円（税込額）は、企業会計

のルールに従い、過年度分損益勘定留保資金などで補いました。

また、本年度における企業債の未償還残高ですが、 億 万

円で、前年度に比べ 億 万 円減少しています。

ウ 建設改良事業の概要

導水管などの基幹管路の耐震化事業では、戸川地区で進めた 件の工事

により、約 メートルの管路を耐震性のあるものに布設替えをしました。

配水管の改良事業においては、曲松一丁目などの地区で進めた 件の

工事により、老朽化した配水管約 メートルをより耐震性のあるもの

に布設替えをしました。

県水送水ルートである幹線管路の耐震化事業では、 件の工事により、

二タ子送水ポンプ場からの送水管等約 メートルの改良を進めました。

施設の整備では、緊急時対策として向山配水場の電気設備等の更新、森

戸下取水場取水ポンプの更新などを実施したほか、災害用給水拠点として

二タ子送水ポンプ場の改修整備を行いました。

第４次拡張整備事業では、新東名高速道路のサービスエリアへの配水拡

大に対応するため、２年間の継続費を設定するなどして堀山下高区配水場

の整備工事を進めました。

議案番号 提出年月日 議決年月日

平成30.10. 3
(認定)

平 成 ３ ０ 年
議案第７３号

平成30.11.27 平成30.12.18

平 成 ３ ０ 年
議案第８０号

平成30.11.30 平成30.12.18

平 成 ３ ０ 年
議案第８１号

平成30.11.30 平成30.12.18

平 成 ３ １ 年
議 案 第 ２ 号

平成31. 2.25 平成31. 3.25

平 成 ３ １ 年
議案第１４号

平成31. 2.25 平成31. 3.25

平 成 ３ １ 年
議案第１７号

平成31. 2.25 平成31. 3. 4

砂防指定地内制限行為許可申請 （ 3件）　

県有地使用許可申請（１件）

保安林使用許可申請（１件）

平成30. 9. 4

秦野市水道事業水道技術管理者及び布設工事監
督者に関する条例の一部を改正することについ
て

（2） 議会議決事項

件                名

平 成 ３ ０ 年
議案第５２号

平成２９年度秦野市水道事業会計決算の認定に
ついて

平成３１年度秦野市水道事業会計予算を定める
ことについて

秦野市水道事業水道技術管理者及び布設工事監
督者に関する条例の一部を改正することについ
て

損害賠償の額を定めることについて

平成３０年度秦野市水道事業会計補正予算
（第１号）を定めることについて

平成３０年度秦野市水道事業会計補正予算
（第２号）を定めることについて

申   請   先

（3） 行政官庁認可（許可）事項

神奈川県知事
（湘南地域県政総合センター）

神奈川県知事

件                              名

県道掘削占用許可申請 （ 3件）
神奈川県知事
（平塚土木事務所）

－245－



課 長

総 務 担 当

財 務 担 当

経 理 担 当

小 計

課 長

料金営業担当

給排水業務担当

小 計

課 長

水道計画担当

建 設 担 当

水道維持担当

施設管理担当

小 計

課 長

下水道計画担当

下水道整備担当

大根鶴巻整備担当

下水道維持担当

処 理 場 担 当

小 計

(△ 1) △ 1 (△ 1)

※　( )内は、公共下水道事業会計職員の外数

（5） 料金その他供給条件の設定、変更に関する事項

　　なし

 合  計 (a+b+c+ｄ+e)
（本年度末職員数）

前年度末職員数

増         減

   上下水道局長  (a)

経
営
総
務
課

営
業
課

水
道
施
設
課

下
水
道
施
設
課

（4） 職員に関する事項
単位：人

          　職の種類
  区  分

事務職員 技術職員 技能員 合   計
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課 長

総 務 担 当

財 務 担 当

経 理 担 当

小 計

課 長

料金営業担当

給排水業務担当

小 計

課 長

水道計画担当

建 設 担 当

水道維持担当

施設管理担当

小 計

課 長

下水道計画担当

下水道整備担当

大根鶴巻整備担当

下水道維持担当

処 理 場 担 当

小 計

(△ 1) △ 1 (△ 1)

※　( )内は、公共下水道事業会計職員の外数

（5） 料金その他供給条件の設定、変更に関する事項

　　なし

 合  計 (a+b+c+ｄ+e)
（本年度末職員数）

前年度末職員数

増         減

   上下水道局長  (a)

経
営
総
務
課

営
業
課

水
道
施
設
課

下
水
道
施
設
課

（4） 職員に関する事項
単位：人

          　職の種類
  区  分

事務職員 技術職員 技能員 合   計

事 業 名 事 業 費 着工年月日 完成年月日

戸川猿渡導水管改良工事 29,991,600円 平成29.12. 7 平成30. 6.22

（平成２９年度繰越）

（導水管） 平成30年度執行額

　ダクタイル鋳鉄管 口径 250㎜ 延長 29,991,600円
　ダクタイル鋳鉄管 口径 100㎜ 延長

　ふとんかご設置工 Ｗ＝ 1.2ｍ 延長

  さや管設置工 ＨＰ 450㎜ 延長

戸川猿渡導水管改良工事 14,729,788円 平成30.11. 7 平成31. 2.26

（導水管）

　ダクタイル鋳鉄管 口径 250㎜ 延長

　配水用ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ管 口径 200㎜ 延長

落合東原導水管及び配水管改良工事 44,494,542円 平成31. 3.14 令和元. 9. 3※

（平成３０年度建設改良繰越） うち導水管改良工事分

（導水管） 11,629,008円

　配水用ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ管 口径 150㎜ 延長 うち配水管改良工事分

（配水管） 32,865,534円

　ダクタイル鋳鉄管 口径 200㎜ 延長

　ダクタイル鋳鉄管 口径 150㎜ 延長 平成30年度執行額

　ダクタイル鋳鉄管 口径 100㎜ 延長 0円

31,215,848円 平成29.11.17 平成30. 7. 6

（平成２９年度繰越）

　ダクタイル鋳鉄管 口径 200㎜ 延長 平成30年度執行額

　ダクタイル鋳鉄管 口径 150㎜ 延長 31,215,848円

　ダクタイル鋳鉄管 口径 100㎜ 延長

　配水用ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ管 口径 150㎜ 延長

　立坑築造工 基

18,441,151円 平成30. 3.15 平成30. 7.10

　ダクタイル鋳鉄管 口径 100㎜ 延長

　ダクタイル鋳鉄管 口径 75㎜ 延長

  消火栓更新工 基

21,837,353円 平成30. 3.15 平成30.9.28

　ダクタイル鋳鉄管 口径 75㎜ 延長

25,924,482円 平成30. 8. 8 平成30.11.22

　ダクタイル鋳鉄管 口径 300㎜ 延長

　ダクタイル鋳鉄管 口径 100㎜ 延長

　ダクタイル鋳鉄管 口径 75㎜ 延長

　消火栓更新工 基

24,800,156円 平成30. 9.28 平成31. 2. 1

　ダクタイル鋳鉄管 口径 75㎜ 延長

　消火栓更新工 基

15,699,960円 平成30.11.29 平成31. 3.13

　ダクタイル鋳鉄管 口径 75㎜ 延長

  消火栓更新工 基

２  工　　事

 （1） 建設、改良工事の概要

工 事 名 及 び 施 工 内 容

（事業費 万円以上

導水管送
水管耐震
化事業費

渋沢三丁目配水管改良工事（第２工区）

渋沢三丁目配水管改良工事（第１工区）

（平成２９年度ゼロ市債）

南矢名四丁目配水管改良工事（第２工区）

配水管改
良事業費

（平成２９年度ゼロ市債）

曲松一丁目配水管改良工事

沼代新町配水管改良工事

南矢名四丁目配水管改良工事（第１工区）
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事 業 名 事 業 費 着工年月日 完成年月日工 事 名 及 び 施 工 内 容

（事業費1,000万円以上)

幹線管路 43,476,448円 平成30.10.12 平成31. 3.15

耐震化事 　ダクタイル鋳鉄管 口径 600㎜ 延長 228m

業費 34,207,832円 平成30. 8.29 令和元. 5.15※

（平成３０年度繰越） 平成30年度執行額

　ダクタイル鋳鉄管 口径 600㎜ 延長 180m 238,592円

15,412,296円 平成30.11. 7 平成31. 2.19

　ダクタイル鋳鉄管 口径 300㎜ 延長 52.9m

　配水用ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ管 口径 200㎜ 延長 52.7m
施設耐震 秦野市水道管路への減圧弁等設置工事の施行に 11,864,225円 平成30.12.28 平成31. 3.27
化事業費 関する協定

　八沢減圧弁設備 1式
59,940,000円 平成30. 6.15 平成31. 2.18

1式

　既設設備の機能増設 1式

　遠方監視装置、コントローラ盤、データロガ装置

15,840,360円 平成30.11. 7 平成31. 2.28

　準備工 1式

　土工 1式

1式

1式

　付帯工 1式

　舗装工 1式

　仮設工 1式

堀山下高区配水場整備工事（場外配管） 53,905,612円 平成30. 8.10 平成31. 3. 8

（配水管）

　ダクタイル鋳鉄管 口径 200㎜ 延長 418.7m

　ダクタイル鋳鉄管 口径 75㎜ 延長 19.5m

（送水管）

　配水用ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ管 口径 100㎜ 延長 415.7m

（排水管）

　配水用ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ管 口径 100㎜ 延長 257.2m

　空気弁設置工　　　 1 基

堀山下高区配水場整備工事（土木・場内配管） 121,893,876円 平成30.11. 9 令和元.10.21※

（平成３０年度継続費設定）

　ステンレス製配水池築造工　Ｖ＝325㎡ 平成30年度執行額

　緊急遮断弁室築造工 1式 0円

　配水流量計室築造工 1式

　場内配管（配水管）口径 200㎜ 延長 34.4m

　場内配管（送水管）口径 100㎜ 延長 42.1m

　場内配管（排水管）口径 100㎜他 延長 44.6m

第４次拡
張整備事
業費

下大槻東脇送水管改良工事

下大槻峰送水管改良工事

下大槻宮ヶ崎送水管改良工事

緊急時対
策施設整
備事業費

災害用給水拠点整備工事

向山配水場電気設備更新工事

　受変電設備　6.6kV/400V 200kVA

　給水設備工　貯水槽ＳＵＳ製９㎥、給水栓

　下水設備工　マンホールトイレ 
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事 業 名 事 業 費 着工年月日 完成年月日工 事 名 及 び 施 工 内 容

（事業費 万円以上

堀山下高区配水場整備工事（電気・機械設備） 89,748,000円 平成31. 2. 4 令和元.11.29※

（平成３０年度継続費設定）

（堀山下浄水場） 平成30年度執行額

　電気設備　 盤改造 1式 0円

受配電設備 1式

　 送水ポンプ／ＴＭ盤 1式

　機械設備　

送水ポンプ 1式

エアチャンバー 1式

（堀山下高区配水場）

　電気設備　 計装・ＴＭ盤 1式

残留塩素計収納盤　 1式

  機械設備 電磁流量計 1式

残留塩素計 1式

※　事業費＝工事請負費＋材料費＋負担金（路面復旧監督事務費）

※　完成年月日は契約の工期末日
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人 人 △ 562 人 ％

人 人

人 人 △ 559 人 ％

％ ％
ﾎﾟｲ
ﾝﾄ

戸 戸 戸 ％

年     間 ㎥ ㎥ △ 252,821 ㎥ ％

１か月平均 ㎥ ㎥ △ 21,068 ㎥

１日 平 均 ㎥ ㎥ △ 693 ㎥

㎥ ㎥ ㎥ ％

年     間 ㎥ ㎥ △ 239,018 ㎥ ％

１か月平均 ㎥ ㎥ △ 19,918 ㎥

１日 平 均 ㎥ ㎥ △ 655 ㎥

％ ％ △ 0.01
ﾎﾟｲ
ﾝﾄ

㎥ ㎥ △ 139,788 ㎥ ％

※行政区域内人口(Ａ)は、秦野市分のみ

  行政区域内人口(Ｂ)は、行政区域内人口(Ａ)に松田町（湯の沢地区）分を加えたもの

  普及率は、「給水人口÷行政区域内人口(Ｂ)」で算出

県 水 受 水 量

有

収

水

量

年 間 有 収 率

（うち、松田町 323人）

１日最大給水量

増     減

行政区域内人口
（Ａ）

行政区域内人口
（Ｂ）

年度末給水人口

普    及    率

平成 年 月 日(水)

給  水  戸  数

給

水

量

平成 年 月3日(月)

（うち、松田町 326人）
△ 565 人 ％

比     率

比        較

３  業　　務

平成３０年度 平成２９年度

 （1） 業務量

事        項
構成比

％

   イ  用途別給水収益・供給単価

1㎥当たり

用 途 別 平均単価

(供給単価)
円

一 般 用

農 業 用

臨 時 用

合    計

△ 30,266

１戸当たり

１か月平均

１戸当たり

１か月平均

増  減  額
平成２９年度

円

１  営業収益

％

区          分

円

  １  給水収益

金     額

△9,138,859

円

（2）事業収入に関する事項

  １  受取利息

  ２  補助金

  ４  水道利用加入金

  ３  交付金

２  営業外収益

  ３  その他の営業収益

   ア  事業収入

金     額

平成３０年度

構成比

  ５  引当金戻入益

  ２  受託給水工事収益

  １  固定資産売却益

合          計

  ７  雑収益

３  特別利益

給水収益

円

水道料金 有収水量
円 ㎥

給水戸数

㎥

有収水量

  ２  過年度損益修正益

戸

△ 3,300,000

△ 96,000

△4,431,021  ６  長期前受金戻入

△ 375,000
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構成比

％

   イ  用途別給水収益・供給単価

1㎥当たり

用 途 別 平均単価

(供給単価)
円

一 般 用

農 業 用

臨 時 用

合    計

△ 30,266

１戸当たり

１か月平均

１戸当たり

１か月平均

増  減  額
平成２９年度

円

１  営業収益

％

区          分

円

  １  給水収益

金     額

△9,138,859

円

（2）事業収入に関する事項

  １  受取利息

  ２  補助金

  ４  水道利用加入金

  ３  交付金

２  営業外収益

  ３  その他の営業収益

   ア  事業収入

金     額

平成３０年度

構成比

  ５  引当金戻入益

  ２  受託給水工事収益

  １  固定資産売却益

合          計

  ７  雑収益

３  特別利益

給水収益

円

水道料金 有収水量
円 ㎥

給水戸数

㎥

有収水量

  ２  過年度損益修正益

戸

△ 3,300,000

△ 96,000

△4,431,021  ６  長期前受金戻入

△ 375,000
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   ウ  口径・用途別給水収益・供給単価

単位：戸・㎥・円・円/㎥

一般用 農業用 臨時用 計

給水戸数

有収水量

給水収益

給水戸数

有収水量

給水収益

給水戸数

有収水量

給水収益

給水戸数

有収水量

給水収益

給水戸数

有収水量

給水収益

給水戸数

有収水量

給水収益

給水戸数

有収水量

給水収益

給水戸数

有収水量

給水収益

給水戸数

有収水量

給水収益

給水戸数

計 有収水量

給水収益

※　給水戸数は、３月末現在

口径 項目
用途

供給単価
金     額 構成比 金     額 構成比

円 ％ 円 ％ 円

△ 2,264,756

△ 3,913,017

△ 5,131,081

△ 9,668,456

△ 10,249,024

△ 1,036,408

△ 1,112,243

　４　その他特別損失

  ３  減損損失

  ２  過年度損益修正損

  ２  雑支出

３  特別損失

合          計

  ８  その他の営業費用

２  営業外費用

  ６  減価償却費

  ５  総係費

１  営業費用

  １  原水浄水費

  ２  配水給水費

  １  固定資産売却損

  ７  資産減耗費

  ３  受託工事費

  ４  業務費

　１　支払利息及び
　　　企業債取扱諸費

（3）事業費に関する事項

増  減  額
平成２９年度

区          分

   ア  事業費用

平成３０年度
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   ウ  口径・用途別給水収益・供給単価

単位：戸・㎥・円・円/㎥

一般用 農業用 臨時用 計

給水戸数

有収水量

給水収益

給水戸数

有収水量

給水収益

給水戸数

有収水量

給水収益

給水戸数

有収水量

給水収益

給水戸数

有収水量

給水収益

給水戸数

有収水量

給水収益

給水戸数

有収水量

給水収益

給水戸数

有収水量

給水収益

給水戸数

有収水量

給水収益

給水戸数

計 有収水量

給水収益

※　給水戸数は、３月末現在

口径 項目
用途

供給単価
金     額 構成比 金     額 構成比

円 ％ 円 ％ 円

△ 2,264,756

△ 3,913,017

△ 5,131,081

△ 9,668,456

△ 10,249,024

△ 1,036,408

△ 1,112,243

　４　その他特別損失

  ３  減損損失

  ２  過年度損益修正損

  ２  雑支出

３  特別損失

合          計

  ８  その他の営業費用

２  営業外費用

  ６  減価償却費

  ５  総係費

１  営業費用

  １  原水浄水費

  ２  配水給水費

  １  固定資産売却損

  ７  資産減耗費

  ３  受託工事費

  ４  業務費

　１　支払利息及び
　　　企業債取扱諸費

（3）事業費に関する事項

増  減  額
平成２９年度

区          分

   ア  事業費用

平成３０年度
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円 ％ 円 ％ 円

職員給与費
※1

賃金

報酬

旅費

備消耗品費

燃料費

光熱水費

印刷製本費

通信運搬費

委託料

手数料

賃借料

修繕費

路面復旧費

動力費

薬品費

材料費

補償費

負担金

受水費

有形固定資産減価償却費
※2

固定資産除却費
※2

企業債利息

その他

合          計

※1 職員給与費は、一般職員の給料、手当等、法定福利費、退職給付金、引当金繰入額の

　 合計額。（ 臨時職員の法定福利費（266,126円）は除く。）

※2 給水原価算出に当たり、有形固定資産減価償却費及び固定資産除却費から長期前受金

　 戻入見合いの金額（204,139,906円及び1,730,772円）を控除。

受託工事費、材料及

び不用品売却原価、

特別損失を除く金額

給水原価

    イ  費用構成・給水原価

区           分 金     額 構成比 構成比

４  会　　計             

平成29.11.16
曲松一丁目配水管改良工事
（平成２９年度繰越）

渋沢建設(株)

平成29.12. 6
戸川猿渡導水管改良工事
（平成２９年度繰越）

(株)成実産業

平成30. 3.14
沼代新町配水管改良工事
（平成２９年度ゼロ市債）

(株)関野建設

平成30. 3.14
渋沢三丁目配水管改良工事（第１工区）
（平成２９年度ゼロ市債）

(有)中田建材

平成30. 4. 1 上下水道料金等業務包括委託業務
日本ｳｫｰﾀｰﾃｯｸｽ・BSNアイ
ネット共同企業体

平成30. 6.14 向山配水場電気設備更新工事
明電プラントシステムズ(株)
神奈川営業所

平成30. 7.20 水道事業変更認可申請書作成委託業務 (株)ＮＪＳ横浜事務所

平成30. 8. 7 南矢名四丁目配水管改良工事（第１工区） (有)諸星建設

平成30. 8. 9 堀山下高区配水場整備工事（場外配管） (株)クズハ建設

平成30. 8.28 下大槻宮ヶ崎送水管改良工事 (株)アイエス

平成30. 9.27 南矢名四丁目配水管改良工事（第２工区） (株)相原管工

平成30.10.11 下大槻東脇送水管改良工事 (株)稲元興業

平成30.11. 6 災害用給水拠点整備工事 (有)マルワ建設

平成30.11. 6 戸川猿渡導水管改良工事 (株)水野建設

平成30.11. 6 下大槻峰送水管改良工事 (株)アイエス

平成30.11. 8
堀山下高区配水場整備工事（土木・場内配管）
（平成３０年度継続費設定）

(株)成瀬

平成30.11.28 渋沢三丁目配水管改良工事（第２工区） (株)アイエス

平成30.12.28
秦野市水道管路への減圧弁等設置工事の施行に
関する協定

中日本高速道路(株)東京支
社

平成31. 2. 1
堀山下高区配水場整備工事（電気・機械設備）
（平成３０年度継続費設定）

荏原商事(株)神奈川営業所

平成31. 3.13
落合東原導水管及び配水管改良工事
（平成３０年度建設改良繰越）

(有)三貴建設

平成31. 3.13
千村三丁目配水管改良工事（第２工区）
（平成３０年度ゼロ市債）

(株)クズハ建設

平成31. 3.13
堀川大畑配水管拡張工事
（平成３０年度ゼロ市債）

(株)アイエス

平成31. 3.13
堀山下高区配水場整備工事（浄水場内配管）
（平成３０年度ゼロ市債）

(株)坂本建設

（1） 重要契約の要旨

（契約金額 万円以上

契約年月日 契約金額(円) 契　　約　　の　　内　　容 契約の相手方
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円 ％ 円 ％ 円

職員給与費
※1

賃金

報酬

旅費

備消耗品費

燃料費

光熱水費

印刷製本費

通信運搬費

委託料

手数料

賃借料

修繕費

路面復旧費

動力費

薬品費

材料費

補償費

負担金

受水費

有形固定資産減価償却費
※2

固定資産除却費
※2

企業債利息

その他

合          計

※1 職員給与費は、一般職員の給料、手当等、法定福利費、退職給付金、引当金繰入額の

　 合計額。（ 臨時職員の法定福利費（266,126円）は除く。）

※2 給水原価算出に当たり、有形固定資産減価償却費及び固定資産除却費から長期前受金

　 戻入見合いの金額（204,139,906円及び1,730,772円）を控除。

受託工事費、材料及

び不用品売却原価、

特別損失を除く金額

給水原価

    イ  費用構成・給水原価

区           分 金     額 構成比 構成比

４  会　　計             

平成29.11.16
曲松一丁目配水管改良工事
（平成２９年度繰越）

渋沢建設(株)

平成29.12. 6
戸川猿渡導水管改良工事
（平成２９年度繰越）

(株)成実産業

平成30. 3.14
沼代新町配水管改良工事
（平成２９年度ゼロ市債）

(株)関野建設

平成30. 3.14
渋沢三丁目配水管改良工事（第１工区）
（平成２９年度ゼロ市債）

(有)中田建材

平成30. 4. 1 上下水道料金等業務包括委託業務
日本ｳｫｰﾀｰﾃｯｸｽ・BSNアイ
ネット共同企業体

平成30. 6.14 向山配水場電気設備更新工事
明電プラントシステムズ(株)
神奈川営業所

平成30. 7.20 水道事業変更認可申請書作成委託業務 (株)ＮＪＳ横浜事務所

平成30. 8. 7 南矢名四丁目配水管改良工事（第１工区） (有)諸星建設

平成30. 8. 9 堀山下高区配水場整備工事（場外配管） (株)クズハ建設

平成30. 8.28 下大槻宮ヶ崎送水管改良工事 (株)アイエス

平成30. 9.27 南矢名四丁目配水管改良工事（第２工区） (株)相原管工

平成30.10.11 下大槻東脇送水管改良工事 (株)稲元興業

平成30.11. 6 災害用給水拠点整備工事 (有)マルワ建設

平成30.11. 6 戸川猿渡導水管改良工事 (株)水野建設

平成30.11. 6 下大槻峰送水管改良工事 (株)アイエス

平成30.11. 8
堀山下高区配水場整備工事（土木・場内配管）
（平成３０年度継続費設定）

(株)成瀬

平成30.11.28 渋沢三丁目配水管改良工事（第２工区） (株)アイエス

平成30.12.28
秦野市水道管路への減圧弁等設置工事の施行に
関する協定

中日本高速道路(株)東京支
社

平成31. 2. 1
堀山下高区配水場整備工事（電気・機械設備）
（平成３０年度継続費設定）

荏原商事(株)神奈川営業所

平成31. 3.13
落合東原導水管及び配水管改良工事
（平成３０年度建設改良繰越）

(有)三貴建設

平成31. 3.13
千村三丁目配水管改良工事（第２工区）
（平成３０年度ゼロ市債）

(株)クズハ建設

平成31. 3.13
堀川大畑配水管拡張工事
（平成３０年度ゼロ市債）

(株)アイエス

平成31. 3.13
堀山下高区配水場整備工事（浄水場内配管）
（平成３０年度ゼロ市債）

(株)坂本建設

（1） 重要契約の要旨

（契約金額 万円以上

契約年月日 契約金額(円) 契　　約　　の　　内　　容 契約の相手方
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（2）企業債及び一時借入金の概要

   ア  企業債

単位：円

前年度末残高 年度内増加額 年度内減少額 年度末残高

※　地方公共団体金融機構は、旧公営企業金融公庫を含む。

        な    し

   ア  基金

単位：円

前年度末残高 年度内増加額 年度内減少額 年度末残高

単位：円

前年度末残高 年度内増加額 年度内減少額 年度末残高

   イ  出資金

    (ｱ)　地方公共団体金融機構出資金
単位：円

前年度末残高 年度内増加額 年度内減少額 年度末残高

５　その他

        な    し

財務省財政融資資金

借 　入 　先

神奈川県市町村振興資金

地方公共団体金融機構

（1） 決算日後に生じた企業の状況に関する重要な事項

    (ｲ)　職員退職給与準備基金

区        分

現        金

現        金

出 　資　 金

区        分

合　　　　計

区        分

    (ｱ)　水道事業基金

（3）その他会計経理に関する重要事項

   イ  一時借入金

単位：円

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

固定資産除却費

固定資産売却益 △ 8,030,151

固定資産売却損

長期前受金戻入額 △ 205,870,678

受取利息 △ 211,104

支払利息

未収金の増減額（△は増加） △ 47,810,631

貯蔵品の増減額（△は増加） △ 741,869

貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 2,100,000

その他流動資産の増減額（△は増加） △ 74,880,000

未払金の増減額（△は減少） △ 89,460,792

その他引当金の増減額（△は減少）

その他流動負債の増減額（△は減少） △ 3,025,477

小　　計

利息の受取額

利息の支払額 △ 138,924,598

計

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △ 553,851,127

資本勘定職員の引当金の増減額（△は増加） △ 540,000

固定資産の売却による収入

県補助金の収入

工事負担金の収入

その他資本的収入

基金の積立 △ 31,402,493

基金の取崩し

その他資本的支出

計 △ 539,101,493

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

企業債の借入による収入

企業債の償還による支出 △ 486,322,270

計 △ 292,622,270

資金増減額 △ 18,689,992

資金期首残高

資金期末残高

（2）　平成３０年度秦野市水道事業キャッシュ・フロー計算書

　　　　　（平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで）
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（2）企業債及び一時借入金の概要

   ア  企業債

単位：円

前年度末残高 年度内増加額 年度内減少額 年度末残高

※　地方公共団体金融機構は、旧公営企業金融公庫を含む。

        な    し

   ア  基金

単位：円

前年度末残高 年度内増加額 年度内減少額 年度末残高

単位：円

前年度末残高 年度内増加額 年度内減少額 年度末残高

   イ  出資金

    (ｱ)　地方公共団体金融機構出資金
単位：円

前年度末残高 年度内増加額 年度内減少額 年度末残高

５　その他

        な    し

財務省財政融資資金

借 　入 　先

神奈川県市町村振興資金

地方公共団体金融機構

（1） 決算日後に生じた企業の状況に関する重要な事項

    (ｲ)　職員退職給与準備基金

区        分

現        金

現        金

出 　資　 金

区        分

合　　　　計

区        分

    (ｱ)　水道事業基金

（3）その他会計経理に関する重要事項

   イ  一時借入金

単位：円

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

固定資産除却費

固定資産売却益 △ 8,030,151

固定資産売却損

長期前受金戻入額 △ 205,870,678

受取利息 △ 211,104

支払利息

未収金の増減額（△は増加） △ 47,810,631

貯蔵品の増減額（△は増加） △ 741,869

貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 2,100,000

その他流動資産の増減額（△は増加） △ 74,880,000

未払金の増減額（△は減少） △ 89,460,792

その他引当金の増減額（△は減少）

その他流動負債の増減額（△は減少） △ 3,025,477

小　　計

利息の受取額

利息の支払額 △ 138,924,598

計

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △ 553,851,127

資本勘定職員の引当金の増減額（△は増加） △ 540,000

固定資産の売却による収入

県補助金の収入

工事負担金の収入

その他資本的収入

基金の積立 △ 31,402,493

基金の取崩し

その他資本的支出

計 △ 539,101,493

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

企業債の借入による収入

企業債の償還による支出 △ 486,322,270

計 △ 292,622,270

資金増減額 △ 18,689,992

資金期首残高

資金期末残高

（2）　平成３０年度秦野市水道事業キャッシュ・フロー計算書

　　　　　（平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで）
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単位：円

備     考

水 道 事 業
収 益

営 業 収 益

営業外収益

受 託 給 水
工 事 収 益

そ の 他 の
営 業 収 益

交 付 金

引 当 金
戻 入 益

金      額

雑 収 益

水 道 料 金

修 繕 工 事
収 益

手 数 料

他 会 計
負 担 金

節

他 会 計
補 助 金

水 道 利 用
加 入 金

県 交 付 金

水 道 利 用
加 入 金

引 当 金
戻 入 益

（3） 収益・費用明細書

   ア  収益

項 目款

給 水 収 益

材 料 売 却
収　　　益

受 取 利 息

補 助 金

預 金 利 息

基 金 利 息

おいしい秦野
の水販売収益

単位：円

備     考金      額節項 目款

特 別 利 益

固 定 資 産
売 却 益

過年度損益
修 正 益

雑 収 益

長 期 前 受 金
戻 入

過 年 度 損 益
修 正 益

地 下 水 利 用
協 力 金
量 水 器 取 替
修 繕 負 担 金
そ の 他
雑 収 益

固 定 資 産
売 却 益

不 用 品 売 却
収 益

長期前受金
戻 入

－258－



単位：円

備     考

水 道 事 業
収 益

営 業 収 益

営業外収益

受 託 給 水
工 事 収 益

そ の 他 の
営 業 収 益

交 付 金

引 当 金
戻 入 益

金      額

雑 収 益

水 道 料 金

修 繕 工 事
収 益

手 数 料

他 会 計
負 担 金

節

他 会 計
補 助 金

水 道 利 用
加 入 金

県 交 付 金

水 道 利 用
加 入 金

引 当 金
戻 入 益

（3） 収益・費用明細書

   ア  収益

項 目款

給 水 収 益

材 料 売 却
収　　　益

受 取 利 息

補 助 金

預 金 利 息

基 金 利 息

おいしい秦野
の水販売収益

単位：円

備     考金      額節項 目款

特 別 利 益

固 定 資 産
売 却 益

過年度損益
修 正 益

雑 収 益

長 期 前 受 金
戻 入

過 年 度 損 益
修 正 益

地 下 水 利 用
協 力 金
量 水 器 取 替
修 繕 負 担 金
そ の 他
雑 収 益

固 定 資 産
売 却 益

不 用 品 売 却
収 益

長期前受金
戻 入
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単位：円

金     額 備     考

水 道 事 業
費 用

営 業 費 用

原水浄水費

予算額

予算額

予算額

予算額

予算額

法 定 福 利 費 予算額
引当金繰入額

旅 費

備 消 耗 品 費

燃 料 費

光 熱 水 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

修 繕 費

工 事 請 負 費

動 力 費

薬 品 費

材 料 費

負 担 金

節

   イ  費用

款 項 目

法 定 福 利 費

給 料

手 当 等

賞 与 引 当 金
繰 入 額

報 酬

単位：円

金     額 備     考節款 項 目

受 水 費

保 険 料

雑 費

配水給水費

予算額

予算額

予算額

予算額

法 定 福 利 費 予算額
引当金繰入額

旅 費

備 消 耗 品 費

燃 料 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

修 繕 費

路 面 復 旧 費

動 力 費

材 料 費

補 償 費

負 担 金

保 険 料

雑 費

手 当 等

給 料

法 定 福 利 費

賞 与 引 当 金
繰 入 額
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単位：円

金     額 備     考

水 道 事 業
費 用

営 業 費 用

原水浄水費

予算額

予算額

予算額

予算額

予算額

法 定 福 利 費 予算額
引当金繰入額

旅 費

備 消 耗 品 費

燃 料 費

光 熱 水 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

修 繕 費

工 事 請 負 費

動 力 費

薬 品 費

材 料 費

負 担 金

節

   イ  費用

款 項 目

法 定 福 利 費

給 料

手 当 等

賞 与 引 当 金
繰 入 額

報 酬

単位：円

金     額 備     考節款 項 目

受 水 費

保 険 料

雑 費

配水給水費

予算額

予算額

予算額

予算額

法 定 福 利 費 予算額
引当金繰入額

旅 費

備 消 耗 品 費

燃 料 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

修 繕 費

路 面 復 旧 費

動 力 費

材 料 費

補 償 費

負 担 金

保 険 料

雑 費

手 当 等

給 料

法 定 福 利 費

賞 与 引 当 金
繰 入 額
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単位：円

金     額 備     考節款 項 目

受託工事費

予算額

予算額

予算額

予算額

法 定 福 利 費 予算額
引当金繰入額

旅 費

備 消 耗 品 費

燃 料 費

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

賃 借 料

材 料 費

保 険 料

業 務 費

予算額

予算額

予算額

予算額

法 定 福 利 費 予算額
引当金繰入額

旅 費

報 償 費

備 消 耗 品 費

委 託 料

給 料

法 定 福 利 費

手 当 等

給 料

手 当 等

賞 与 引 当 金
繰 入 額

法 定 福 利 費

賞 与 引 当 金
繰 入 額

単位：円

金     額 備     考節款 項 目

手 数 料

賃 借 料

総 係 費

予算額

予算額

予算額

賃 金

予算額

予算額

法 定 福 利 費 予算額
引当金繰入額

旅 費

予算額

報 償 費

被 服 費

備 消 耗 品 費

燃 料 費

光 熱 水 費

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

修 繕 費

補 償 費

法 定 福 利 費

報 酬

給 料

手 当 等

賞 与 引 当 金
繰 入 額

退 職 給 付 金
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単位：円

金     額 備     考節款 項 目

受託工事費

予算額

予算額

予算額

予算額

法 定 福 利 費 予算額
引当金繰入額

旅 費

備 消 耗 品 費

燃 料 費

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

賃 借 料

材 料 費

保 険 料

業 務 費

予算額

予算額

予算額

予算額

法 定 福 利 費 予算額
引当金繰入額

旅 費

報 償 費

備 消 耗 品 費

委 託 料

給 料

法 定 福 利 費

手 当 等

給 料

手 当 等

賞 与 引 当 金
繰 入 額

法 定 福 利 費

賞 与 引 当 金
繰 入 額

単位：円

金     額 備     考節款 項 目

手 数 料

賃 借 料

総 係 費

予算額

予算額

予算額

賃 金

予算額

予算額

法 定 福 利 費 予算額
引当金繰入額

旅 費

予算額

報 償 費

被 服 費

備 消 耗 品 費

燃 料 費

光 熱 水 費

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

修 繕 費

補 償 費

法 定 福 利 費

報 酬

給 料

手 当 等

賞 与 引 当 金
繰 入 額

退 職 給 付 金
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単位：円

金     額 備     考節款 項 目

研 修 費

厚 生 費

負 担 金

補 助 金

保 険 料

貸 倒 引 当 金
繰 入 額

減価償却費

有形固定資産
減 価 償 却 費
無形固定資産
減 価 償 却 費

資産減耗費

固 定 資 産
除 却 費
た な 卸 資 産
減 耗 費

材料売却原価

雑 支 出

営業外費用

雑 支 出

不 用 品
売 却 原 価

その他雑支出

そ の 他 の
営 業 費 用

支 払 利 息
及び企業債
取 扱 諸 費 企 業 債 利 息

単位：円

金     額 備     考節款 項 目

特 別 損 失

固 定 資 産
売 却 損

過 年 度 損 益
修 正 損

減 損 損 失

減 損 損 失

そ の 他
特 別 損 失

固 定 資 産
売 却 損

過年度損益
修 正 損

そ の 他
特 別 損 失
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単位：円

金     額 備     考節款 項 目

研 修 費

厚 生 費

負 担 金

補 助 金

保 険 料

貸 倒 引 当 金
繰 入 額

減価償却費

有形固定資産
減 価 償 却 費
無形固定資産
減 価 償 却 費

資産減耗費

固 定 資 産
除 却 費
た な 卸 資 産
減 耗 費

材料売却原価

雑 支 出

営業外費用

雑 支 出

不 用 品
売 却 原 価

その他雑支出

そ の 他 の
営 業 費 用

支 払 利 息
及び企業債
取 扱 諸 費 企 業 債 利 息

単位：円

金     額 備     考節款 項 目

特 別 損 失

固 定 資 産
売 却 損

過 年 度 損 益
修 正 損

減 損 損 失

減 損 損 失

そ の 他
特 別 損 失

固 定 資 産
売 却 損

過年度損益
修 正 損

そ の 他
特 別 損 失
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土地

  事務所用地

  施設用地

  その他土地

立木

  立木

建物

  事務所用建物

  施設用建物

  その他建物

構築物

  原水及び浄水設備

  配水及び給水設備

  その他構築物

機械及び装置

  電気設備

  ポンプ設備

  塩素滅菌設備

  量水器

  その他機械装置

車両運搬具

  車両運搬具

工具器具及び備品

  工具

  器具備品

建設仮勘定

    合    計

資 産 の 種 類

施設利用権

電話加入権

    合    計

（4)　固定資産明細書

　　ア  有形固定資産明細書

資 産 の 種 類 年度末現在高
年度当初の
現  在  高

    イ  無形固定資産明細書

年度当初現在高 当年度増加額 当年度減少額

当年度増加額 当年度減少額

単位：円

当年度増加額 累 計

単位：円

当年度減価償却額

減   価   償   却   累   計   額
備        考

当年度減少額

年度末現在高

年度末償却
未　済　高

備                    考
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土地

  事務所用地

  施設用地

  その他土地

立木

  立木

建物

  事務所用建物

  施設用建物

  その他建物

構築物

  原水及び浄水設備

  配水及び給水設備

  その他構築物

機械及び装置

  電気設備

  ポンプ設備

  塩素滅菌設備

  量水器

  その他機械装置

車両運搬具

  車両運搬具

工具器具及び備品

  工具

  器具備品

建設仮勘定

    合    計

資 産 の 種 類

施設利用権

電話加入権

    合    計

（4)　固定資産明細書

　　ア  有形固定資産明細書

資 産 の 種 類 年度末現在高
年度当初の
現  在  高

    イ  無形固定資産明細書

年度当初現在高 当年度増加額 当年度減少額

当年度増加額 当年度減少額

単位：円

当年度増加額 累 計

単位：円

当年度減価償却額

減   価   償   却   累   計   額
備        考

当年度減少額

年度末現在高

年度末償却
未　済　高

備                    考
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当年度償還高 償還高累計

財政融資 　平成 元.

財政融資 　平成

財政融資 　平成

公庫資金 　平成

財政融資 　平成

財政融資 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

財政融資 　平成

財政融資 　平成

財政融資 　平成

財政融資 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

財政融資 　平成

財政融資 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

財政融資 　平成

財政融資 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

財政融資 　平成

財政融資 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

財政融資 　平成

財政融資 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

財政融資 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

財政融資 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

発行年月日 発 行 総 額

（5） 企業債明細書

償     還     高
種　 　類

単位：円
利率

％

　平成

　令和 元

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

償 還 終 期発 行 価 額未償還残高 備         考

－268－



当年度償還高 償還高累計

財政融資 　平成 元.

財政融資 　平成

財政融資 　平成

公庫資金 　平成

財政融資 　平成

財政融資 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

財政融資 　平成

財政融資 　平成

財政融資 　平成

財政融資 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

財政融資 　平成

財政融資 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

財政融資 　平成

財政融資 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

財政融資 　平成

財政融資 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

財政融資 　平成

財政融資 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

財政融資 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

財政融資 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

発行年月日 発 行 総 額

（5） 企業債明細書

償     還     高
種　 　類

単位：円
利率

％

　平成

　令和 元

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

償 還 終 期発 行 価 額未償還残高 備         考
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当年度償還高 償還高累計

財政融資 　平成

公庫資金 　平成

財政融資 　平成

公庫資金 　平成

財政融資 　平成

財政融資 　平成

公庫資金 　平成

財政融資 　平成

公庫資金 　平成

財政融資 　平成

公庫資金 　平成

財政融資 　平成

公庫資金 　平成

財政融資 　平成

機構資金 　平成

財政融資 　平成

機構資金 　平成

機構資金 　平成

機構資金 　平成

財政融資 　平成

神奈川県資金 　平成

機構資金 　平成

機構資金 　平成

機構資金 　平成

機構資金 　平成

機構資金 　平成

機構資金 　平成

機構資金 　平成

機構資金 　平成

機構資金 　平成

機構資金 　平成

機構資金 　平成

機構資金 　平成

機構資金 　平成

機構資金 　平成

機構資金 　平成

機構資金 　平成

計

発行年月日種     類 発 行 総 額
償     還     高

単位：円

利率

％

　令和 平成14. 3.25前借  89,400,000円

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和 平成18. 3.25前借  98,700,000円

　令和

　令和 平成19. 3.26前借  97,800,000円

　令和

　令和 平成20. 3.25前借  122,500,000円

　令和

　令和 平成21. 3.25前借  43,500,000円

　令和

　令和

　令和

　平成 平成3. 3.26発行分の借換債

　令和

　令和 平成23. 3.25前借  135,600,000円

　令和 平成3. 3.25発行分の借換債

　令和 平成23年度繰越分

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和 平成27年度繰越分

　令和

　令和

　令和

　令和 平成29年度繰越分

　令和

償 還 終 期未償還残高 発 行 価 額 備         考
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当年度償還高 償還高累計

財政融資 　平成

公庫資金 　平成

財政融資 　平成

公庫資金 　平成

財政融資 　平成

財政融資 　平成

公庫資金 　平成

財政融資 　平成

公庫資金 　平成

財政融資 　平成

公庫資金 　平成

財政融資 　平成

公庫資金 　平成

財政融資 　平成

機構資金 　平成

財政融資 　平成

機構資金 　平成

機構資金 　平成

機構資金 　平成

財政融資 　平成

神奈川県資金 　平成

機構資金 　平成

機構資金 　平成

機構資金 　平成

機構資金 　平成

機構資金 　平成

機構資金 　平成

機構資金 　平成

機構資金 　平成

機構資金 　平成

機構資金 　平成

機構資金 　平成

機構資金 　平成

機構資金 　平成

機構資金 　平成

機構資金 　平成

機構資金 　平成

計

発行年月日種     類 発 行 総 額
償     還     高

単位：円

利率

％

　令和 平成14. 3.25前借  89,400,000円

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和 平成18. 3.25前借  98,700,000円

　令和

　令和 平成19. 3.26前借  97,800,000円

　令和

　令和 平成20. 3.25前借  122,500,000円

　令和

　令和 平成21. 3.25前借  43,500,000円

　令和

　令和

　令和

　平成 平成3. 3.26発行分の借換債

　令和

　令和 平成23. 3.25前借  135,600,000円

　令和 平成3. 3.25発行分の借換債

　令和 平成23年度繰越分

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和

　令和 平成27年度繰越分

　令和

　令和

　令和

　令和 平成29年度繰越分

　令和

償 還 終 期未償還残高 発 行 価 額 備         考
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議案第３６号  
 

平成３０年度秦野市公共下水道事業会計決算の認定について 
 

平成３０年度秦野市公共下水道事業会計決算について、別冊のとおり監査委

員の意見を付けて認定を求める。 
 

令和元年９月１８日提出 
 

秦野市長 高 橋 昌 和  
 

提案理由 
地方公営企業法第３０条第４項の規定により議会の認定を求めるものであり

ます。 
 

ア　資産の譲渡等の対価以外の収入（負担金等）の使途について

   　 

      　使途別内訳は、次のとおりとする。

単位：円

収 入 科 目 金 額

他 会 計 負 担 金 5,194,764 4,611,489 583,275

雑 収 益 8,580,400 8,580,400 0

他 会 計 補 助 金 2,722,000 0 2,722,000

地下水利用協力金 30,735,900 13,571,125 17,164,775

そ の 他 雑 収 益 35,679,550 32,943,244 2,736,306

過年度損益修正益 2,489 2,489 0

企 業 債 193,700,000 0 193,700,000

工 事 負 担 金 4,518,885 4,149,396 369,489

県 補 助 金 13,000,000 13,000,000 0

その他資本的収入 403,155 403,155 0

合 計 294,537,143 77,261,298 217,275,845

（6) その他

使 途 別 内 訳

課税仕入れに係る
もの（特定収入）

課税仕入れ以外に係る
もの（特定収入以外）

　　消費税法第６０条第４項に規定する資産の譲渡等の対価以外の収入の金額及びその
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議案第３６号  
 

平成３０年度秦野市公共下水道事業会計決算の認定について 
 

平成３０年度秦野市公共下水道事業会計決算について、別冊のとおり監査委

員の意見を付けて認定を求める。 
 

令和元年９月１８日提出 
 

秦野市長 高 橋 昌 和  
 

提案理由 
地方公営企業法第３０条第４項の規定により議会の認定を求めるものであり

ます。 
 

ア　資産の譲渡等の対価以外の収入（負担金等）の使途について

   　 

      　使途別内訳は、次のとおりとする。

単位：円

収 入 科 目 金 額

他 会 計 負 担 金 5,194,764 4,611,489 583,275

雑 収 益 8,580,400 8,580,400 0

他 会 計 補 助 金 2,722,000 0 2,722,000

地下水利用協力金 30,735,900 13,571,125 17,164,775

そ の 他 雑 収 益 35,679,550 32,943,244 2,736,306

過年度損益修正益 2,489 2,489 0

企 業 債 193,700,000 0 193,700,000

工 事 負 担 金 4,518,885 4,149,396 369,489

県 補 助 金 13,000,000 13,000,000 0

その他資本的収入 403,155 403,155 0

合 計 294,537,143 77,261,298 217,275,845

（6) その他

使 途 別 内 訳

課税仕入れに係る
もの（特定収入）

課税仕入れ以外に係る
もの（特定収入以外）

　　消費税法第６０条第４項に規定する資産の譲渡等の対価以外の収入の金額及びその
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平成３０年度

公共下水道事業会計決算書



平成３０年度

公共下水道事業会計決算書



１ 　　平　成　３ ０　年　度　秦　野　市

　収　 入

第１款  下水道事業収益

 　第１項  営業収益

　 第２項  営業外収益

 　第３項  特別利益

  支　 出

当初予算額
予備費
支出額

流　用
増減額

地方公営企
業法第２４
条第３項の
規定による
支 出 額

第１款　下水道事業費用

　 第１項　営業費用

　 第２項  営業外費用

　 第３項  特別損失

　 第４項　予備費

区          分

予                    算                    額　　

補　 正
予算額

小   計

（１） 収益的収入及び支出

区          分

予          算          額

当初予算額 補正予算額
地 方 公 営 企 業 法 第 条
第 ３ 項 の 規 定 に よ る 支
出 額 に 係 る 財 源 充 当 額

合        計
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１ 　　平　成　３ ０　年　度　秦　野　市

　収　 入

第１款  下水道事業収益

 　第１項  営業収益

　 第２項  営業外収益

 　第３項  特別利益

  支　 出

当初予算額
予備費
支出額

流　用
増減額

地方公営企
業法第２４
条第３項の
規定による
支 出 額

第１款　下水道事業費用

　 第１項　営業費用

　 第２項  営業外費用

　 第３項  特別損失

　 第４項　予備費

区          分

予                    算                    額　　

補　 正
予算額

小   計

（１） 収益的収入及び支出

区          分

予          算          額

当初予算額 補正予算額
地 方 公 営 企 業 法 第 条
第 ３ 項 の 規 定 に よ る 支
出 額 に 係 る 財 源 充 当 額

合        計

  公　共　下　水　道　事　業　決　算　報　告　書

単位：円

単位：円

地方公営企
業法第２６
条第２項の
規定による
繰 越 額

合     計

（決算額のうち仮払消費税及び
 地方消費税  　89,716,581円)

（決算額のうち仮払消費税及び
 地方消費税       38,283 円)

予                    算                    額　　

決  算  額

地方公営企
業法第２６
条第２項の
規定による
繰 越 額

不  用  額 備          考継続費
逓　次
繰越額

(決算額のうち仮受消費税及び地方消費税 　　 円)

(決算額のうち仮受消費税及び地方消費税  　　 円)

△ 35,500,932

△ 40,079,298 (決算額のうち仮受消費税及び地方消費税 円)

△ 75,523,775

予          算          額

決   算   額
予算額に比べ
決　 算 　額
の 　増 　減

備                    考
合        計
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　収　 入

  支　 出

当初予算額
予備費
支出額

流　用
増減額

継 続 費
逓　  次
繰 越 額

△ 97,278

    資本的収入額が資本的支出額に不足する額2,113,490,050円は、当年度分消費税及び地方消費税資本    的収支調整額 47,863,805円、当年度分損益勘定留保資金 1,414,086,000円及び当年度利益剰余金処分

額 651,540,245円で補填した。

　 第４項   負担金等

 　第４項　 予備費

 　第３項　 その他資本的
　　 　　 　　支出

第１款　 資本的支出

　 第２項   企業債償還金

　 第１項　 建設改良費

区          分

予                    算                    額

補正予算額 小　　計

地方公営企
業法第２６
条の規定に
よる繰越額

　 第５項   その他資本的
   　　　　   収入

当初予算額 補正予算額 小　　計

地方公営企業法
第２６条の規定
による繰越額に
係る財源充当額

　 第３項   国庫補助金

　 第２項　 他会計補助金

　 第１項　 企業債

継 続 費 逓 次
繰越額に係る
財 源 充 当 額

第１款　 資本的収入

(２)  資本的収入及び支出

区          分

予                    算                    額
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単位：円

合　　計

単位：円

合　　計 合   計

(決算額のうち仮払消費税
 及び地方消費税
　    　  62,063,242 円

    資本的収入額が資本的支出額に不足する額2,113,490,050円は、当年度分消費税及び地方消費税資本    的収支調整額 47,863,805円、当年度分損益勘定留保資金 1,414,086,000円及び当年度利益剰余金処分

額 651,540,245円で補填した。

△ 2,876,089

(決算額のうち仮受消費税及び地方消費税 円)

予                    算                    額

決  算  額

翌　年　度　繰　越　額

不 用 額 備        考
地方公営企
業法第２６
条の規定に
よる繰越額

継 続 費
逓    次
繰 越 額

決  算  額
予算額に比べ
決 　算 　額
の 　増 　減

備                    考

△ 252,600,000

△ 894,700,089

△ 641,000,000

予                    算                    額
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（単位：円）
１　営業収益
 (1)　下水道使用料
 (2)　雨水処理負担金
 (3)　受託事業収益
 (4)　その他営業収益

２　営業費用
 (1)　管きょ費
 (2)  ポンプ場費
 (3)　処理場費
 (4)　受託事業費
 (5)　普及促進費
 (6)　業務費
 (7)　総係費
 (8)　流域下水道維持管理負担金
 (9)　伊勢原市事務委託維持管理
　　　負担金
 (10)　減価償却費
 (11)　資産減耗費
 (12)　その他の営業費用
　　営業損失

３　営業外収益
 (1)　受取利息
 (2)　他会計補助金
 (3)　国庫補助金
 (4)　長期前受金戻入
 (5)　資本費繰入収益
 (6)　雑収益

４　営業外費用
 (1)　支払利息及び企業債取扱諸費

 (2)　雑支出
    経常利益

５　特別利益
 (1)　過年度損益修正益

６　特別損失
 (1)　固定資産売却損
 (2)　過年度損益修正損
 (3)　その他特別損失 △ 559,921

    当年度純利益
　  前年度繰越利益剰余金
　  その他未処分利益剰余金変動額
　　当年度未処分利益剰余金

２　平成３０年度秦野市公共下水道事業損益計算書

（平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで）

単位：円

前年度末残高

前年度処分額

減債積立金の積立

減債積立金の使用

自己資本金へ組入

当年度変動額

単位：円

前年度末残高

前年度処分額

減債積立金の積立

減債積立金の使用

自己資本金へ組入

当年度変動額

　　　３　平成３０年度秦野市公共下水道事業剰余金計算書　　　
　（平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで）

資本金 ・資本剰余金の部

資本金 剰　余　金

自己資本金

資　本　剰　余　金

受贈財産
評  価  額

他会計
補助金

議会の議決による処分額

国　 庫
補助金

資本剰余金
合　　　 　計

処分後残高

当年度純利益

利益剰余金の部　　　　

当年度末残高

△ 1,013,265,846 △ 607,372,927議会の議決による処分額

減　　債
積立金

未処分利
益剰余金

当年度純利益

当年度末残高

△ 607,372,927 △ 607,372,927

処分後残高

資本合計

剰　余　金

利　益　剰　余　金

（繰越利益剰余金）

（当年度未処分利益剰余金）

△ 1,013,265,846

△ 607,372,927

△ 1,013,265,846 △ 607,372,927

その他未処分利
益剰余金変動額

利益剰余
金 合 計
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（単位：円）
１　営業収益
 (1)　下水道使用料
 (2)　雨水処理負担金
 (3)　受託事業収益
 (4)　その他営業収益

２　営業費用
 (1)　管きょ費
 (2)  ポンプ場費
 (3)　処理場費
 (4)　受託事業費
 (5)　普及促進費
 (6)　業務費
 (7)　総係費
 (8)　流域下水道維持管理負担金
 (9)　伊勢原市事務委託維持管理
　　　負担金
 (10)　減価償却費
 (11)　資産減耗費
 (12)　その他の営業費用
　　営業損失

３　営業外収益
 (1)　受取利息
 (2)　他会計補助金
 (3)　国庫補助金
 (4)　長期前受金戻入
 (5)　資本費繰入収益
 (6)　雑収益

４　営業外費用
 (1)　支払利息及び企業債取扱諸費

 (2)　雑支出
    経常利益

５　特別利益
 (1)　過年度損益修正益

６　特別損失
 (1)　固定資産売却損
 (2)　過年度損益修正損
 (3)　その他特別損失 △ 559,921

    当年度純利益
　  前年度繰越利益剰余金
　  その他未処分利益剰余金変動額
　　当年度未処分利益剰余金

２　平成３０年度秦野市公共下水道事業損益計算書

（平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで）

単位：円

前年度末残高

前年度処分額

減債積立金の積立

減債積立金の使用

自己資本金へ組入

当年度変動額

単位：円

前年度末残高

前年度処分額

減債積立金の積立

減債積立金の使用

自己資本金へ組入

当年度変動額

　　　３　平成３０年度秦野市公共下水道事業剰余金計算書　　　
　（平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで）

資本金 ・資本剰余金の部

資本金 剰　余　金

自己資本金

資　本　剰　余　金

受贈財産
評  価  額

他会計
補助金

議会の議決による処分額

国　 庫
補助金

資本剰余金
合　　　 　計

処分後残高

当年度純利益

利益剰余金の部　　　　

当年度末残高

△ 1,013,265,846 △ 607,372,927議会の議決による処分額

減　　債
積立金

未処分利
益剰余金

当年度純利益

当年度末残高

△ 607,372,927 △ 607,372,927

処分後残高

資本合計

剰　余　金

利　益　剰　余　金

（繰越利益剰余金）

（当年度未処分利益剰余金）

△ 1,013,265,846

△ 607,372,927

△ 1,013,265,846 △ 607,372,927

その他未処分利
益剰余金変動額

利益剰余
金 合 計
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単位：円

当年度末残高

議会の議決による処分額 △ 864,959,334

減債積立金の積立 △ 864,959,334

減債積立金の使用

自己資本金へ組入 △ 651,540,245

（繰越利益剰余金）

４　 平成３０年度秦野市公共下水道事業剰余金処分計算書（案）

その他未処分利
益剰余金変動額

処分後残高

資本金 資本剰余金
未   処   分
利益剰余金
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単位：円
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減債積立金の積立 △ 864,959,334

減債積立金の使用

自己資本金へ組入 △ 651,540,245

（繰越利益剰余金）

４　 平成３０年度秦野市公共下水道事業剰余金処分計算書（案）

その他未処分利
益剰余金変動額

処分後残高

資本金 資本剰余金
未   処   分
利益剰余金

（単位：円）

１　固定資産

 (1)　有形固定資産

　　ア　土地

　　イ　建物

　　　  減価償却累計額 △ 263,013,432

　　ウ　構築物

　　 　 減価償却累計額 △ 5,882,588,607
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　　 　 減価償却累計額 △ 1,260,532,441

　　オ　車両運搬具

　　 　 減価償却累計額 △ 2,344,220

　　カ　工具器具及び備品

　　 　 減価償却累計額 △ 7,640,688

　　キ　建設仮勘定
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　　 　 投資合計

        固定資産合計

２　流動資産

 (1)　現金預金

 (2)　未収金

　　　貸倒引当金 △ 3,440,000

 (3)　前払金

　　 　 流動資産合計

　　 　 資産合計

５　平成３０年度秦野市公共下水道事業貸借対照表

（平成３１年３月３１日）

資産の部
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３　固定負債

 (1)　建設改良費等の財源に

　　　充てるための企業債

　　　固定負債合計

４　流動負債

 (1)　建設改良費等の財源に

　　　充てるための企業債

 (2)　未払金

 (3)　預り金

 (4)　引当金

　　ア　賞与引当金

　　イ　法定福利費引当金

　　　引当金合計

 (5)　その他流動負債

　　  流動負債合計

５　繰延収益

 (1)　長期前受金

　　ア　受贈財産評価額

　　イ　受益者負担金

　　ウ　分担金

　　エ　国庫補助金

　　オ　県補助金

　　カ　他会計補助金

　　キ　その他長期前受金

　　　長期前受金合計

 (2)　収益化累計額

　　ア　受贈財産評価額 △ 544,785,239

　　イ　受益者負担金 △ 179,321,856

　　ウ　分担金 △ 1,038,459

　　エ　国庫補助金 △ 2,159,224,342

　　オ　県補助金 △ 43,516,376

　　カ　他会計補助金 △ 488,221,384

　　キ　その他長期前受金 △ 6,909

　　　収益化累計額合計 △ 3,416,114,565

　　　繰延収益合計

　　　負債合計

負債の部

６　資本金
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　 　　 負債資本合計

資本の部
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６ 注記

１ 重要な会計方針

固定資産の減価償却の方法

ア 有形固定資産

ｱ 減価償却の方法 定額法による。

ｲ 主な耐用年数

ａ 建物 ８～５０年

ｂ 構築物 １０～５０年

ｃ 機械及び装置 ６～３０年

ｄ 器具及び備品 ４～２０年

イ 無形固定資産

ｱ 減価償却の方法 定額法による。

引当金の計上方法

ア 退職給付引当金

一般会計が全額を負担するため、退職給付引当金は計上していない。

イ 賞与引当金（法定福利費引当金を含む。）

職員の期末勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込

額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

ウ 貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により、回収不

能見込額を計上している。

消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜処理によっている。

２ 引当金の取崩し

（ ） 貸倒引当金の取崩し

平成３０年度において、下水道使用料の不納欠損処分として

円を執行することとなったため、貸倒引当金 円を取り崩した。

引当金の残額 円は、引当金戻入益とした。

（ ） 賞与引当金の取崩し

平成３０年度において、期末手当及び勤勉手当として、 円を

支給することとなったため、賞与引当金 円を取り崩した。

（ ） 法定福利費引当金の取崩し

 

平成３０年度において、期末手当及び勤勉手当における法定福利費とし

て 円を支出することとなったため、法定福利費引当金

円を取り崩した。

３ 貸借対照表等関連

企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（当年度末日の翌日から起算して１

年以内に償還予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれ

る額は、 円である。

４ セグメント情報の開示

報告セグメントの概要

秦野市公共下水道事業を１つの報告セグメントとしている。

５ リース契約により使用する固定資産

リース取引の処理方法

ファイナンス・リース取引のうち、リース料総額が 円以上に

ついては、通常の売買取引に準じた会計処理を行い、 円未満に

ついては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理を行う。

リース会計に係る特例措置

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によっている。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

１年内 円

１年超 円

計 円
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秦野市公共下水道事業を１つの報告セグメントとしている。
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平成３０年度秦野市公共下水道事業報告書 

 

１  概  況 

（１） 総括事項 

平成２７年度に汚水事業の管きょ整備をほぼ完了したため、平成３０年度

の整備は 1.7 ヘクタールであることから、下水道への新規接続は以前より少

なくなっており、事業の主たる財源である下水道使用料収益は、水需要減少

の影響もあり、前年度に比べ約 1,000 万円増の約 21 億 1,100 万円にとどま

りました。 

一方、動力費の上昇や修繕費の増などはありましたが、前年度に引き続き、

薬品費や委託料、事務経費の抑制などの企業努力に努めた結果、8 億 6,495

万 9,334 円の純利益を得ることができました。しかし、地方公営企業法を適

用して 3 年目であることから、資本的収支の不足額には純利益の一部を補填

する予定ですので、8 億 1,931 万 2,008 円の利益剰余金を見込んでいます。 

 

建設改良事業については、社会資本整備交付金の内示額が満額ではなかっ

たことから一部の事業の執行を停止しましたが、概ね「公共下水道事業計画

の建設投資計画（総合計画後期基本計画）」に従い、本市最大の基幹施設であ

る浄水管理センター汚泥処理棟の耐震化と設備更新に着手し、収益増が期待

できる新東名高速道路サービスエリアへの接続に向けての整備を含めて、汚

水管きょの整備を進めた結果、汚水整備面積は 2,437.5 ヘクタールで、全体

計画に対する整備率は 94.5 パーセントとなり、供用開始面積は 2,180.5 ヘ

クタールとなりました。一方、雨水管きょ整備事業も同様に、計画の着実な

実施に努めました。 

 

人口減少や施設老朽化などの社会状況は、公共下水道事業においても全国

的な課題となっており、国では事業の広域化、共同化、官民連携を進めてお

り、事業の健全経営を維持していくには厳しい状況となっています。そのた

め、次期新総合計画と連動した「下水道中期ビジョン」や「公共下水道事業

計画（建設投資と財政計画）」の見直しに取り組み、今後もライフラインを提

供する公営企業としての責務を確実に果たせるよう事業の健全経営に努め

てまいります。 

02048
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平成３０年度秦野市公共下水道事業報告書 
 
１ 概 況

（１） 総括事項

平成２７年度に汚水事業の管きょ整備をほぼ完了したため、平成３０年度
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計画に対する整備率は パーセントとなり、供用開始面積は ヘ

クタールとなりました。一方、雨水管きょ整備事業も同様に、計画の着実な

実施に努めました。 

人口減少や施設老朽化などの社会状況は、公共下水道事業においても全国

的な課題となっており、国では事業の広域化、共同化、官民連携を進めてお

り、事業の健全経営を維持していくには厳しい状況となっています。そのた

め、次期新総合計画と連動した「下水道中期ビジョン」や「公共下水道事業

計画（建設投資と財政計画）」の見直しに取り組み、今後もライフラインを提
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ア  公共下水道の普及状況 

 平成３０年度末現在における処理区域内の人口は 14 万 2,174 人、水洗

化人口は 12 万 8,147 人で、処理区域内人口に対する水洗化率は 90.1 パー

セントとなりました。また、公共下水道に接続すべき水道メーター数は

79,036 個、公共下水道接続済水道メーター数は、69,337 個で、接続率は

87.7 パーセントとなりました。 

イ  汚水の処理状況 

  中央処理区においては、浄水管理センターで 1,135 万 7,355 立方メート

ル、大根・鶴巻処理区においては、主に鶴巻中継ポンプ場を経由して伊勢

原終末処理場で 303 万 37 立方メートル、西部処理区においては、酒匂川

流域下水道で 43 万 4,145 立方メートル、合計 1,482 万 1,537 立方メート

ルの汚水を処理しました。 

浄水管理センターにおける水質は、ＢＯＤ（生物化学的酸素要求量）で

流入水 250 ㎎/ℓを放流水 3 ㎎/ℓ（除去率 98.8 パーセント）に、ＳＳ（浮遊

物質量）で流入水 290 ㎎/ℓを放流水 2 ㎎/ℓ（除去率 99.3 パーセント）にそ

れぞれ処理でき、下水道の放流水の基準であるＢＯＤ15 ㎎/ℓ以下、ＳＳ40

㎎/ℓをいずれも満たし、金目川の水質保全に努めることができました。ま

た、平成２８年度に国の革新的技術実証事業（Ｂ-ＤＡＳＨプロジェクト）

により設置された電熱式乾燥機の活用により、汚水の処理に伴い発生する

汚泥の排出量を大幅に削減するとともに、乾燥汚泥のうち 419.1 トンは燃

料の原料として売却し、その他の脱水及び乾燥汚泥の合計 4,956.6 トンの

処分方法としては、コンポストや建設資材の原料として全量の再資源化を

行い、地球環境の保全に努めました。 

ウ 経営の状況（（ ）内は、消費税及び地方消費税を含んだ額） 

平成３０年度の収益的収入及び支出は、収益が 54 億 1,113 万 9,880 円

（55 億 8,754 万 225 円）、費用が 45 億 4,618 万 546 円（46 億 7,471 万

7,086 円）で、8 億 6,495 万 9,334 円の純利益となりました。 

     収益の主なものは、下水道使用料 21 億 1,105 万 2,917 円(22 億 7,965 万

9,010 円)、他会計補助金 15 億 7,174 万 1,036 円、長期前受金戻入 10 億

9,515 万 3,423 円、雨水処理負担金 4 億 9,160 万 1,764 円で、収益全体の

97.38 パーセントを占めています。 
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一方、費用の主なものは、減価償却費 億 万 円、企業債利

息 億 万 円、委託料 億 万 円（ 億 万

円）で費用全体の パーセントを占めています。

資本的収入及び支出は、収入が 億 万 円（ 億 万

円）、支出が 億 万 円（ 億 万 円）とな

りました。

この収入額と支出額の差 億 万 円（税込額）は、企業会計の

ルールに従い、当年度分損益勘定留保資金などで補いました。

また、本年度末における企業債の未償還残高ですが、 億 万

円で、前年度に比べ 億 万 円減少しています。

エ 建設改良事業の概要

汚水枝線管きょ整備事業では、整備完了に向けて市街化区域内の未整備

箇所や市街化調整区域を合わせて、 ヘクタールを整備しました。

雨水幹線及び枝線管きょ整備事業では、近年増加している局地的大雨に

対する浸水被害を軽減するため、計画に従い整備を進めている第１号公共

下水道大根第１０雨水幹線について平成２８年度継続費設定による延長約

メートルの工事を進めるほか、 か所を整備しました。

また、汚水管きょ改良事業では、安全で安心な生活環境を保全するため、

件の工事を行い、管路の耐震化を進めました。

中央処理区の処理場である浄水管理センター改築事業では、管理棟に引

き続き、２年間の継続費事業として汚泥処理棟の耐震補強工事及び汚泥処

理棟脱水設備の改築工事に着手しました。

大根川ポンプ場改築事業についても、２年間の継続費事業として、流入

ゲート施設設置工事に着手しました。

なお、他の処理区の処理場建設費の負担として、酒匂川流域下水道整備

事業及び伊勢原市事務委託について、負担割合及び規約に基づく経費の負

担をしました。

議案番号 提出年月日 議決年月日

平 成 ３ ０ 年
議案第４９号

平成30. 6. 7 平成30. 6.27

平成30.10.3
(認定)

平 成 ３ １ 年
議 案 第 ３ 号

平成31. 2.25 平成31. 3.25

平 成 ３ １ 年
議案第１８号

平成31. 2.25 平成31. 3. 4

平成３０年度秦野市公共下水道事業会計補正予
算（第１号）を定めることについて

県道掘削占用許可申請 （３件）

（2） 議会議決事項

件                名

平 成 ３ ０ 年
議案第５３号

平成２９年度秦野市公共下水道事業会計決算の
認定について

平成30. 9. 4

平成３１年度秦野市公共下水道事業会計予算を
定めることについて

平成３０年度秦野市公共下水道事業会計補正予
算（第２号）を定めることについて

（3） 行政官庁認可（許可）事項

申   請   先 件                              名

　神奈川県知事
（平塚土木事務所）
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円）、支出が 億 万 円（ 億 万 円）とな

りました。
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ルールに従い、当年度分損益勘定留保資金などで補いました。

また、本年度末における企業債の未償還残高ですが、 億 万

円で、前年度に比べ 億 万 円減少しています。

エ 建設改良事業の概要

汚水枝線管きょ整備事業では、整備完了に向けて市街化区域内の未整備

箇所や市街化調整区域を合わせて、 ヘクタールを整備しました。

雨水幹線及び枝線管きょ整備事業では、近年増加している局地的大雨に

対する浸水被害を軽減するため、計画に従い整備を進めている第１号公共

下水道大根第１０雨水幹線について平成２８年度継続費設定による延長約

メートルの工事を進めるほか、 か所を整備しました。

また、汚水管きょ改良事業では、安全で安心な生活環境を保全するため、

件の工事を行い、管路の耐震化を進めました。

中央処理区の処理場である浄水管理センター改築事業では、管理棟に引

き続き、２年間の継続費事業として汚泥処理棟の耐震補強工事及び汚泥処

理棟脱水設備の改築工事に着手しました。

大根川ポンプ場改築事業についても、２年間の継続費事業として、流入

ゲート施設設置工事に着手しました。

なお、他の処理区の処理場建設費の負担として、酒匂川流域下水道整備

事業及び伊勢原市事務委託について、負担割合及び規約に基づく経費の負

担をしました。

議案番号 提出年月日 議決年月日

平 成 ３ ０ 年
議案第４９号

平成30. 6. 7 平成30. 6.27

平成30.10.3
(認定)

平 成 ３ １ 年
議 案 第 ３ 号

平成31. 2.25 平成31. 3.25

平 成 ３ １ 年
議案第１８号

平成31. 2.25 平成31. 3. 4

平成３０年度秦野市公共下水道事業会計補正予
算（第１号）を定めることについて

県道掘削占用許可申請 （３件）

（2） 議会議決事項

件                名

平 成 ３ ０ 年
議案第５３号

平成２９年度秦野市公共下水道事業会計決算の
認定について

平成30. 9. 4

平成３１年度秦野市公共下水道事業会計予算を
定めることについて

平成３０年度秦野市公共下水道事業会計補正予
算（第２号）を定めることについて

（3） 行政官庁認可（許可）事項

申   請   先 件                              名

　神奈川県知事
（平塚土木事務所）
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課 長

総 務 担 当

財 務 担 当

経 理 担 当

小 計

課 長

料金営業担当

給排水業務担当

小 計

課 長

水道計画担当

建 設 担 当

水道維持担当

施設管理担当

小 計

課 長

下水道計画担当

下水道整備担当

大根鶴巻整備担当

下水道維持担当

処 理 場 担 当

小 計

△ 1 (△ 1) △ 1

※　( )内は、水道事業会計職員の外数

（5） 料金その他供給条件の設定、変更に関する事項

（4） 職員に関する事項
単位：人

          　職の種類
  区  分

事務職員 技術職員 技能員 合   計

   上下水道局長  (a)

経
営
総
務
課

水
道
施
設
課

 合  計 (a+b+c+ｄ+e)

営
業
課

下
水
道
施
設
課

　　なし

（本年度末職員数）

前年度末職員数

増         減

事 業 名 事 業 費 着工年月日 完成年月日

20,673,480円 平成30.11.29 平成31.3.15

　工事延長　　 延長

　内径200㎜管推進工

　マンホール設置工 箇所

22,711,320円 平成31.3.14 令和元.8.9※

平成30年度執行額

　工事延長　　 延長 0円

　内径200㎜管布設工

　マンホール設置工 箇所

　取付管及びます工 箇所

605,795,760円 平成29.5.19 令和元.9.17※

平成30年度執行額

　工事延長　　 延長 344,000,000円

　ボックスカルバート工 延長

43,331,034円 平成29.8.30 平成30.9.21

　工事延長　　 延長

　内径900㎜管布設工

　マンホール設置工 箇所

20,857,932円 平成30.6.27 平成31.2.21

（第2工区）

　工事延長　　 延長

　内径700㎜管布設工 　 　74m

　マンホール設置工 箇所

26,868,304円 平成30.7.26 平成31.3.15

　工事延長　　 延長

　内径600㎜管布設工

　マンホール設置工 箇所

30,859,920円 平成30.8.29 平成31.3.15

（第１工区）

　工事延長　　 延長

　内径700㎜管布設工

　内径900㎜管布設工

　マンホール設置工 箇所

26,043,552円 平成30.8.29 平成31.3.8

（第2工区）

　工事延長　　 延長

　内径700㎜管布設工

　マンホール設置工 箇所

27,063,720円 平成31.1.9 平成31.3.15

　工事延長　　 延長

　事前調査工　　

※　事業費＝工事請負費＋負担金（路面復旧監督事務費）
※  完成年月日は契約の工期末日 　

汚水管
きょ改良
費

　内径 1100mm　 18箇所　　

　内径  600mm　 5箇所　　　

　内径  900mm　 4箇所　　　

　1号人孔インバート撤去・復旧工　　1箇所

第1号公共下水道大根第8雨水枝線整備工事

第1号公共下水道大根第8雨水枝線整備工事

第1号公共下水道中央処理区管路耐震工事

  既設マンホール管路耐震化工　 27箇所

31箇所

第1号公共下水道室川第9雨水枝線整備工事

第1号公共下水道大根・鶴巻処理区枝線整備工事

（鶴巻1工区）

雨水幹線
管きょ整
備事業費

第1号公共下水道大根第10雨水幹線整備工事

（平成２８年度継続費設定）

第1号公共下水道大根第8雨水枝線整備工事

第1号公共下水道大根第10雨水枝線整備工事

（平成２９年度建設改良繰越）
雨水枝線
管きょ整
備事業費

汚水枝線
管きょ整
備事業費

第1号公共下水道中央処理区枝線整備工事

（横野2工区）（平成３０年度建設改良繰越）

２  工　　事

 （1） 建設、改良工事の概要

（事業費2,000万円以上)

工 事 名 及 び 施 工 内 容

－298－



課 長

総 務 担 当

財 務 担 当

経 理 担 当

小 計

課 長
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施設管理担当

小 計
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下水道計画担当

下水道整備担当

大根鶴巻整備担当

下水道維持担当

処 理 場 担 当

小 計

△ 1 (△ 1) △ 1

※　( )内は、水道事業会計職員の外数

（5） 料金その他供給条件の設定、変更に関する事項

（4） 職員に関する事項
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          　職の種類
  区  分

事務職員 技術職員 技能員 合   計

   上下水道局長  (a)

経
営
総
務
課

水
道
施
設
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 合  計 (a+b+c+ｄ+e)

営
業
課

下
水
道
施
設
課

　　なし

（本年度末職員数）

前年度末職員数
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事 業 名 事 業 費 着工年月日 完成年月日

20,673,480円 平成30.11.29 平成31.3.15
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　内径200㎜管推進工

　マンホール設置工 箇所

22,711,320円 平成31.3.14 令和元.8.9※

平成30年度執行額
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　内径200㎜管布設工

　マンホール設置工 箇所

　取付管及びます工 箇所

605,795,760円 平成29.5.19 令和元.9.17※

平成30年度執行額
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　ボックスカルバート工 延長

43,331,034円 平成29.8.30 平成30.9.21

　工事延長　　 延長

　内径900㎜管布設工

　マンホール設置工 箇所

20,857,932円 平成30.6.27 平成31.2.21

（第2工区）
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　内径700㎜管布設工 　 　74m

　マンホール設置工 箇所

26,868,304円 平成30.7.26 平成31.3.15
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　マンホール設置工 箇所

30,859,920円 平成30.8.29 平成31.3.15
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　内径900㎜管布設工
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※　事業費＝工事請負費＋負担金（路面復旧監督事務費）
※  完成年月日は契約の工期末日 　

汚水管
きょ改良
費

　内径 1100mm　 18箇所　　

　内径  600mm　 5箇所　　　

　内径  900mm　 4箇所　　　

　1号人孔インバート撤去・復旧工　　1箇所

第1号公共下水道大根第8雨水枝線整備工事

第1号公共下水道大根第8雨水枝線整備工事

第1号公共下水道中央処理区管路耐震工事

  既設マンホール管路耐震化工　 27箇所

31箇所

第1号公共下水道室川第9雨水枝線整備工事

第1号公共下水道大根・鶴巻処理区枝線整備工事

（鶴巻1工区）

雨水幹線
管きょ整
備事業費

第1号公共下水道大根第10雨水幹線整備工事

（平成２８年度継続費設定）
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２  工　　事

 （1） 建設、改良工事の概要

（事業費2,000万円以上)

工 事 名 及 び 施 工 内 容
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 （1） 業務量（公共下水道の整備及び普及状況 ）

増　減 比　率

（ha） Ａ

（ha） Ｂ

（ha） Ｃ

（ha）

（ha） Ｄ

（ha） Ｅ

対 全 体 計 画 区 域 （％） Ｄ/Ａ

対 市 街 化 区 域 （％） Ｅ/Ｂ

対 事 業 認 可 区 域 （％） Ｄ/Ｃ

世 帯 （戸） Ｆ

人 口 （人） Ｇ △ 562

世 帯 （戸） Ｈ

人 口 （人） Ｉ

世 帯 （戸） Ｊ

人 口 （人） Ｋ

世 帯 （％） Ｈ/Ｆ

人 口 （％） Ｉ/Ｇ

世 帯 （％） Ｊ/Ｈ

人 口 （％） Ｋ/Ｉ

量 水 器 （％） Ｌ

年 間 水 量 (㎥） Ｍ △ 341,128

日 平 均 水 量 (㎥） Ｍ/365 △ 935

水 量 (㎥） Ｎ △ 3,428

有 収 率 （％） Ｎ/Ｍ

年 間 汚 泥 発 生 量 （ｔ） Ｏ △ 707.2

日平均汚泥発生量 （ｔ） Ｏ/365 △ 2.0

年 間 汚 泥 処 分 費（千円） △ 17,460

流入（処理）水量

年 間 有 収 水 量

汚 泥 の 発 生

※ 行政区域内人口及び世帯は、住民基本台帳登録人口及び世帯
※ 対市街化区域の整備率については､いずれの年度も市街化調整区域内の整備面積13.8haを除いて算出
※ 接続率については、公共下水道に接続すべき水道メーター数に対する、公共下水道接続済数から算出

行 政 区 域 内

処 理 区 域 内

水 洗 化 実 績

公共下水道普及率

水 洗 化 率

接 続 率

市 街 化 区 域 面 積

事 業 計 画 面 積

処 理 区 域 面 積

整 備 面 積

市 街 化 整 備 面 積

整 備 率

３  業　　務

区            分 平成３０年度 平成２９年度
比　　　較

全 体 計 画 面 積

％

  ３  受託事業収益

合          計 △75,116,795

  １  過年度損益修正益 △13,585

３  特別利益 △13,585

△8,615,759  ６  雑収益

  ４  長期前受金戻入 △45,925,598

  ５  資本金繰入収益 △813,084

  ２  他会計補助金 △31,001,491

  ３  国庫補助金 △36,000,000

２  営業外収益 △122,308,400

  １  受取利息

  ２  雨水処理負担金

  ４  その他営業収益 △1,214,578

１  営業収益

  １  下水道使用料

円 ％ 円 円

（2）事業収入に関する事項

   ア  事業収入

区          分
平成３０年度 平成２９年度

増  減  額
金     額 構成比 金     額 構成比

－300－



％

  ３  受託事業収益

合          計 △75,116,795

  １  過年度損益修正益 △13,585

３  特別利益 △13,585

△8,615,759  ６  雑収益

  ４  長期前受金戻入 △45,925,598

  ５  資本金繰入収益 △813,084

  ２  他会計補助金 △31,001,491

  ３  国庫補助金 △36,000,000

２  営業外収益 △122,308,400

  １  受取利息

  ２  雨水処理負担金

  ４  その他営業収益 △1,214,578

１  営業収益

  １  下水道使用料

円 ％ 円 円

（2）事業収入に関する事項

   ア  事業収入

区          分
平成３０年度 平成２９年度

増  減  額
金     額 構成比 金     額 構成比
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４  会　　計             

平成30. 4.1 上下水道料金等業務包括委託業務
日本ｳｫｰﾀｰﾃｯｸｽ・
BSNアイネット共同企
業体

平成30. 6.26
第1号公共下水道大根第10雨水枝線整備(第2
工区)及び鶴巻北三丁目配水管切廻し工事

(有)ミツヨシ建設

平成30. 7.25
第1号公共下水道室川第9雨水枝線整備及び
市道渋沢一丁目13号線道路補修並びに渋沢
一丁目消火栓筐等修繕工事

(有)アイ商会

平成30. 8.28
第1号公共下水道大根第8雨水枝線整備（第1
工区）及び南矢名金山配水管改良（その1）工
事

(株)坂本建設

平成30. 8.28
第1号公共下水道大根第8雨水枝線整備（第2
工区）及び南矢名金山配水管改良（その2）並
びに市道9号線道路舗装工事

(株）関野建設

平成30. 10.18
秦野市第1号公共下水道秦野市浄水管理セン
ター汚泥処理棟の建設工事ほかに関する協
定（平成３０年度継続費設定）

日本下水道事業団

平成30. 11.28
第1号公共下水道大根・鶴巻処理区枝線整備
工事（鶴巻１工区）

(株)坂本建設

平成31. 1.8 第１号公共下水道中央処理区管路耐震工事 (株)坂本建設

平成31. 3.13
第1号公共下水道中央処理区枝線整備工事
（横野2工区）（平成３０年度建設改良繰越）

(有)さくら建設

（1） 重要契約の要旨

（契約金額 万円以上

契約年月日 契約金額(円) 契　　約　　の　　内　　容 契約の相手方
金     額 構成比 金     額 構成比

円 ％ 円 ％ 円

△ 86,602,030

△ 1,698,930

△ 57,058,716

△ 6,221,297

△ 81,286,039

△ 53,416,157

△ 52,376,078

△ 1,040,079

△ 3,687,427

△ 3,695,281

△ 143,705,614

  ３  その他特別損失

合          計

  ６  業務費

  ７  総係費

  ８  流域下水道
　　　維持管理負担金
  ９  伊勢原市事務委託
　　　維持管理負担金

　１　支払利息及び
　　　企業債取扱諸費

  ２  雑支出

３  特別損失

  １  固定資産売却損

  ２  過年度損益修正損

２  営業外費用

  ４  受託事業費

  ５  普及促進費

１０  減価償却費

１１  資産減耗費

１２  その他の営業費用

１  営業費用

  １  管きょ費

  ２  ポンプ場費

平成２９年度
増  減  額

  ３  処理場費

（3）事業費に関する事項

   ア  事業費用

区          分
平成３０年度
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４  会　　計             

平成29. 8.29 43,331,034
第1号公共下水道大根第8雨水枝線整備及び
南矢名金山配水管改良工事
（平成29年度繰越）

(株)菊正建設

平成30. 4.1 67,510,665 上下水道料金等業務包括委託業務
日本ｳｫｰﾀｰﾃｯｸｽ・
BSNアイネット共同企
業体

平成30. 6.26 20,857,932
第1号公共下水道大根第10雨水枝線整備(第2
工区)及び鶴巻北三丁目配水管切廻し工事

(有)ミツヨシ建設

平成30. 7.25 26,698,680
第1号公共下水道室川第9雨水枝線整備及び
市道渋沢一丁目13号線道路補修並びに渋沢
一丁目消火栓筐等修繕工事

(有)アイ商会

平成30. 8.28 30,859,920
第1号公共下水道大根第8雨水枝線整備（第1
工区）及び南矢名金山配水管改良（その1）工
事

(株)坂本建設

平成30. 8.28 26,043,552
第1号公共下水道大根第8雨水枝線整備（第2
工区）及び南矢名金山配水管改良（その2）並
びに市道9号線道路舗装工事

(株）関野建設

平成30. 10.18 290,000,000
秦野市第1号公共下水道秦野市浄水管理セン
ター汚泥処理棟の建設工事ほかに関する協
定（平成３０年度継続費設定）

日本下水道事業団

平成30. 11.28 20,661,480
第1号公共下水道大根・鶴巻処理区枝線整備
工事（鶴巻１工区）

(株)坂本建設

平成31. 1.8 27,063,720 第１号公共下水道中央処理区管路耐震工事 (株)坂本建設

平成31. 3.13 22,711,320
第1号公共下水道中央処理区枝線整備工事
（横野2工区）（平成３０年度建設改良繰越）

(有)さくら建設

（1） 重要契約の要旨

（契約金額2,000万円以上)

契約年月日 契約金額(円) 契　　約　　の　　内　　容 契約の相手方

02048
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（2）企業債及び一時借入金の概要

   ア  企業債

単位：円

前年度末残高 年度内増加額 年度内減少額 年度末残高

※　地方公共団体金融機構は、旧公営企業金融公庫を含む。

        な    し

   ア  出資金

    (ｱ)　神奈川県下水道公社出資金

単位：円

前年度末残高 年度内増加額 年度内減少額 年度末残高

    (ｲ)　地方公共団体金融機構出資金

単位：円

前年度末残高 年度内増加額 年度内減少額 年度末残高

５　その他

        な    し

出 　資　 金

区        分

出 　資　 金

（1） 決算日後に生じた企業の状況に関する重要な事項

　旧簡易生命保険資金

　横浜銀行

　中栄信用金庫

　秦野市農業協同組合

　さがみ信用金庫

区        分

（3）その他会計経理に関する重要事項

   イ  一時借入金

借 　入 　先

　財務省財政融資資金

　地方公共団体金融機構

　神奈川県市町村振興資金

合　　　　計

公共下水道事業債

流域下水道事業債

　財務省財政融資資金

　地方公共団体金融機構

小　　計

小　　計

単位：円

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

固定資産除却費

長期前受金戻入額 △ 1,095,153,423

資本費繰入収益 △ 25,287,488

受取利息 △ 57,535

支払利息

未収金の増減額（△は増加）

貸倒引当金の増減額（△は減少）

その他流動資産の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

その他前受金の増減額（△は減少） △ 35,000,000

その他引当金の増減額（△は減少）

その他流動負債の増減額（△は減少） △ 3,444,314

小　　計

利息の受取額

利息の支払額 △ 612,775,644

計

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △ 899,565,210

資本勘定職員の引当金の増減額（△は増加） △ 601,000

国庫補助金等の収入

受益者負担金等の収入

その他資本的収入

その他資本的支出 △ 98,278

計 △ 663,911,717

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

企業債の借入による収入

企業債の償還による支出 △ 2,092,390,231

計 △ 1,402,290,231

資金増減額

資金期首残高

資金期末残高

（2）　平成３０年度秦野市公共下水道事業キャッシュ・フロー計算書

　　　　　（平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで）
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単位：円

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

固定資産除却費

長期前受金戻入額 △ 1,095,153,423

資本費繰入収益 △ 25,287,488

受取利息 △ 57,535

支払利息

未収金の増減額（△は増加）

貸倒引当金の増減額（△は減少）

その他流動資産の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

その他前受金の増減額（△は減少） △ 35,000,000

その他引当金の増減額（△は減少）

その他流動負債の増減額（△は減少） △ 3,444,314

小　　計

利息の受取額

利息の支払額 △ 612,775,644

計

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △ 899,565,210

資本勘定職員の引当金の増減額（△は増加） △ 601,000

国庫補助金等の収入

受益者負担金等の収入

その他資本的収入

その他資本的支出 △ 98,278

計 △ 663,911,717

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

企業債の借入による収入

企業債の償還による支出 △ 2,092,390,231

計 △ 1,402,290,231

資金増減額

資金期首残高

資金期末残高

（2）　平成３０年度秦野市公共下水道事業キャッシュ・フロー計算書

　　　　　（平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで）
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単位：円

備     考款 項 目 金      額節

特 別 利 益

雑 収 益

過年度損益
修 正 益

そ の 他
雑 収 益

不用品売却
収 益

過年度損益
修 正 益

単位：円

備     考

1

1 営 業 収 益

1

2

3

4

2 営業外収益

1

2

3

4

5

受 取 利 息

下 水 道
事 業 収 益

下 水 道
使 用 料

雨 水 処 理
負 担 金

受 託 事 業
収 益

資 本 費
繰 入 収 益

そ の 他
営 業 収 益

（3） 収益・費用明細書

   ア  収益

款 項 目

62,462,331

その他受託
事 業 収 益

62,462,331

金      額

5,411,139,880

2,699,220,352

2,111,052,917

下 水 道
使 用 料

2,111,052,917

節

491,601,764

雨 水 処 理
負 担 金

491,601,764

預 金 利 息 57,535

34,103,340

下 水 道
手 数 料

1,667,228

材 料 売 却
収 益

0

雑 収 益 32,436,112

2,711,866,313

57,535

国庫補助金 3,500,000

長期前受金
戻 入

長期前受金
戻 入

1,095,153,423

1,095,153,423

1,571,741,036

他 会 計
補 助 金

1,571,741,036

国庫補助金 3,500,000

他 会 計
補 助 金

25,287,488

資 本 費
繰 入 収 益

25,287,488

－306－



単位：円

備     考款 項 目 金      額節

特 別 利 益

雑 収 益

過年度損益
修 正 益

そ の 他
雑 収 益

不用品売却
収 益

過年度損益
修 正 益
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単位：円

金     額 備     考

営 業 費 用

管 き ょ 費

予算額

予算額

予算額

予算額

法 定 福 利 費 予算額

引当金繰入額

旅 費

備 消 耗 品 費

燃 料 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

修 繕 費

工 事 請 負 費

路 面 復 旧 費

動 力 費

材 料 費

補 償 費

負 担 金

保 険 料

下 水 道
事 業 費 用

   イ  費用

款 項 目 節

給 料

手 当 等

賞 与 引 当 金
繰 入 額

法 定 福 利 費

賃 金

単位：円

金     額 備     考款 項 目 節

ポンプ場費

備 消 耗 品 費

燃 料 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

修 繕 費

動 力 費

保 険 料

処 理 場 費

予算額

予算額

予算額

予算額

法 定 福 利 費 予算額

引当金繰入額

旅 費

備 消 耗 品 費

燃 料 費

光 熱 水 費

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

修 繕 費

動 力 費

薬 品 費

保 険 料

給 料

手 当 等

賞 与 引 当 金
繰 入 額

法 定 福 利 費
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単位：円

金     額 備     考

営 業 費 用

管 き ょ 費

予算額

予算額

予算額

予算額

法 定 福 利 費 予算額

引当金繰入額

旅 費

備 消 耗 品 費

燃 料 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

修 繕 費

工 事 請 負 費

路 面 復 旧 費

動 力 費

材 料 費

補 償 費

負 担 金

保 険 料

下 水 道
事 業 費 用

   イ  費用

款 項 目 節

給 料

手 当 等

賞 与 引 当 金
繰 入 額

法 定 福 利 費

賃 金

単位：円

金     額 備     考款 項 目 節

ポンプ場費

備 消 耗 品 費

燃 料 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

修 繕 費

動 力 費

保 険 料

処 理 場 費

予算額

予算額

予算額

予算額

法 定 福 利 費 予算額

引当金繰入額

旅 費

備 消 耗 品 費

燃 料 費

光 熱 水 費

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

修 繕 費

動 力 費

薬 品 費

保 険 料

給 料

手 当 等

賞 与 引 当 金
繰 入 額

法 定 福 利 費
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単位：円

金     額 備     考款 項 目 節

受託事業費

旅 費

備 消 耗 品 費

燃 料 費

光 熱 水 費

委 託 料

修 繕 費

工 事 請 負 費

動 力 費

薬 品 費

材 料 費

補 償 費

負 担 金

補 助 金

保 険 料

普及促進費

予算額

予算額

予算額

予算額

法 定 福 利 費 予算額

引当金繰入額

備 消 耗 品 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

補 償 費

補 助 金

給 料

手 当 等

賞 与 引 当 金
繰 入 額

法 定 福 利 費

単位：円

金     額 備     考款 項 目 節

業 務 費

予算額

予算額

予算額

予算額

法 定 福 利 費 予算額

引当金繰入額

旅 費

報 償 費

備 消 耗 品 費

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

負 担 金

総 係 費

予算額

予算額

予算額

予算額

予算額

法 定 福 利 費 予算額

引当金繰入額

旅 費

報 償 費

被 服 費

給 料

手 当 等

賞 与 引 当 金
繰 入 額

法 定 福 利 費

給 料

手 当 等

賞 与 引 当 金
繰 入 額

報 酬

法 定 福 利 費
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単位：円

金     額 備     考款 項 目 節

受託事業費

旅 費

備 消 耗 品 費

燃 料 費

光 熱 水 費

委 託 料

修 繕 費

工 事 請 負 費

動 力 費

薬 品 費

材 料 費

補 償 費

負 担 金

補 助 金

保 険 料

普及促進費

予算額

予算額

予算額

予算額

法 定 福 利 費 予算額

引当金繰入額

備 消 耗 品 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

補 償 費

補 助 金

給 料

手 当 等

賞 与 引 当 金
繰 入 額

法 定 福 利 費

単位：円

金     額 備     考款 項 目 節

業 務 費

予算額

予算額

予算額

予算額

法 定 福 利 費 予算額

引当金繰入額

旅 費

報 償 費

備 消 耗 品 費

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

負 担 金

総 係 費

予算額

予算額

予算額

予算額

予算額

法 定 福 利 費 予算額

引当金繰入額

旅 費

報 償 費

被 服 費

給 料

手 当 等

賞 与 引 当 金
繰 入 額

法 定 福 利 費

給 料

手 当 等

賞 与 引 当 金
繰 入 額

報 酬

法 定 福 利 費
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単位：円

金     額 備     考款 項 目 節

備 消 耗 品 費

燃 料 費

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

修 繕 費

補 償 費

研 修 費

負 担 金

保 険 料

公 課 費

貸 倒 引 当 金
繰 入 額

負 担 金

負 担 金

減価償却費

有形固定資産
減 価 償 却 費
無形固定資産
減 価 償 却 費

資産減耗費

固 定 資 産
除 却 費

雑 支 出

流域下水道
維 持 管 理
負 担 金

伊勢原市事
務委託維持
管理負担金

そ の 他 の
営 業 費 用

単位：円

金     額 備     考款 項 目 節

営業外費用

一 時 借 入 金
利 息

雑 支 出

その他雑支出

特 別 損 失

固 定 資 産
売 却 損

過 年 度 損 益
修 正 損

そ の 他
特 別 損 失

企 業 債 利 息

支 払 利 息
及び企業債
取 扱 諸 費

そ の 他
特 別 損 失

過年度損益
修 正 損

固 定 資 産
売 却 損
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単位：円

金     額 備     考款 項 目 節

備 消 耗 品 費

燃 料 費

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

修 繕 費

補 償 費

研 修 費

負 担 金

保 険 料

公 課 費

貸 倒 引 当 金
繰 入 額

負 担 金

負 担 金

減価償却費

有形固定資産
減 価 償 却 費
無形固定資産
減 価 償 却 費

資産減耗費

固 定 資 産
除 却 費

雑 支 出

流域下水道
維 持 管 理
負 担 金

伊勢原市事
務委託維持
管理負担金

そ の 他 の
営 業 費 用

単位：円

金     額 備     考款 項 目 節

営業外費用

一 時 借 入 金
利 息

雑 支 出

その他雑支出

特 別 損 失

固 定 資 産
売 却 損

過 年 度 損 益
修 正 損

そ の 他
特 別 損 失

企 業 債 利 息

支 払 利 息
及び企業債
取 扱 諸 費

そ の 他
特 別 損 失

過年度損益
修 正 損

固 定 資 産
売 却 損
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土地

  施設用地

建物

  ポンプ場用建物

  処理場用建物

  建物付属設備

  その他建物

構築物

  管路施設

  ポンプ場施設

  処理場施設

  その他構築物

機械及び装置

  ポンプ場用電気設備

  処理場用電気設備

  ポンプ場用機械設備

  処理場用機械設備

  その他機械装置

車両運搬具

  車両運搬具

工具器具及び備品

  工具

  器具備品

建設仮勘定

    合    計

資 産 の 種 類

施設利用権

電話加入権

その他無形固定資産

    合    計

    イ  無形固定資産明細書

年度当初現在高 当年度増加額 当年度減少額

年度末現在高

（4)　固定資産明細書

　　ア  有形固定資産明細書

資 産 の 種 類
年度当初の
現  在  高

当年度増加額 当年度減少額

単位：円

当年度増加額 累 計

単位：円

備                    考当年度減価償却額 年度末現在高

減   価   償   却   累   計   額 年度末償却
未　済　高

備        考
当年度減少額
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土地

  施設用地

建物

  ポンプ場用建物

  処理場用建物

  建物付属設備

  その他建物

構築物

  管路施設

  ポンプ場施設

  処理場施設

  その他構築物

機械及び装置

  ポンプ場用電気設備

  処理場用電気設備

  ポンプ場用機械設備

  処理場用機械設備

  その他機械装置

車両運搬具

  車両運搬具

工具器具及び備品

  工具

  器具備品

建設仮勘定

    合    計

資 産 の 種 類

施設利用権

電話加入権

その他無形固定資産

    合    計

    イ  無形固定資産明細書

年度当初現在高 当年度増加額 当年度減少額

年度末現在高

（4)　固定資産明細書

　　ア  有形固定資産明細書

資 産 の 種 類
年度当初の
現  在  高

当年度増加額 当年度減少額

単位：円

当年度増加額 累 計

単位：円

備                    考当年度減価償却額 年度末現在高

減   価   償   却   累   計   額 年度末償却
未　済　高

備        考
当年度減少額
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当年度償還高 償還高累計

【公共下水道事業債】

財政融資 　平成 元.

財政融資 　平成 元.

財政融資 　平成

旧簡易生命保険 　平成

神奈川県 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

財政融資 　平成

旧簡易生命保険 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

財政融資 　平成

財政融資 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

財政融資 　平成

財政融資 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

財政融資 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

財政融資 　平成

神奈川県 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

財政融資 　平成

神奈川県 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

神奈川県 　平成

神奈川県 　平成

旧簡易生命保険 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

神奈川県 　平成

旧簡易生命保険 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

神奈川県 　平成

旧簡易生命保険 　平成

（5） 企業債明細書

借 入 先 発行年月日 発 行 総 額
償     還     高

単位：円
利率

％

平成

平成

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

未償還残高 発 行 価 額 償 還 終 期 備         考
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当年度償還高 償還高累計

【公共下水道事業債】

財政融資 　平成 元.

財政融資 　平成 元.

財政融資 　平成

旧簡易生命保険 　平成

神奈川県 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

財政融資 　平成

旧簡易生命保険 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

財政融資 　平成

財政融資 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

財政融資 　平成

財政融資 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

財政融資 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

財政融資 　平成

神奈川県 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

財政融資 　平成

神奈川県 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

神奈川県 　平成

神奈川県 　平成

旧簡易生命保険 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

神奈川県 　平成

旧簡易生命保険 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

神奈川県 　平成

旧簡易生命保険 　平成

（5） 企業債明細書

借 入 先 発行年月日 発 行 総 額
償     還     高

単位：円
利率

％

平成

平成

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

未償還残高 発 行 価 額 償 還 終 期 備         考
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当年度償還高 償還高累計

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

旧簡易生命保険 　平成

神奈川県 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

神奈川県 　平成

旧簡易生命保険 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

旧簡易生命保険 　平成

神奈川県 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

神奈川県 　平成

神奈川県 　平成

公庫資金 　平成

旧簡易生命保険 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

財政融資 　平成

神奈川県 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

財政融資 　平成

神奈川県 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

財政融資 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

財政融資 　平成

公庫資金 　平成

機構資金 　平成

秦野市農協 　平成

借 入 先 発行年月日 発 行 総 額
償     還     高

単位：円

利率

％

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和 借換債

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和 借換債

令和

令和

令和

令和 借換債

令和

令和

令和

令和

平成

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

未償還残高 発 行 価 額 償 還 終 期 備         考
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当年度償還高 償還高累計

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

旧簡易生命保険 　平成

神奈川県 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

神奈川県 　平成

旧簡易生命保険 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

旧簡易生命保険 　平成

神奈川県 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

神奈川県 　平成

神奈川県 　平成

公庫資金 　平成

旧簡易生命保険 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

財政融資 　平成

神奈川県 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

財政融資 　平成

神奈川県 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

財政融資 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

財政融資 　平成

公庫資金 　平成

機構資金 　平成

秦野市農協 　平成

借 入 先 発行年月日 発 行 総 額
償     還     高

単位：円

利率

％

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和 借換債

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和 借換債

令和

令和

令和

令和 借換債

令和

令和

令和

令和

平成

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

未償還残高 発 行 価 額 償 還 終 期 備         考
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当年度償還高 償還高累計

中栄信用金庫 　平成

財政融資 　平成

神奈川県 　平成

秦野市農協 　平成

秦野市農協 　平成

機構資金 　平成

神奈川県 　平成

財政融資 　平成

神奈川県 　平成

神奈川県 　平成

神奈川県 　平成

さがみ信用金庫 　平成

機構資金 　平成

財政融資 　平成

神奈川県 　平成

機構資金 　平成

機構資金 　平成

財政融資 　平成

財政融資 　平成

機構資金 　平成

横浜銀行 　平成

機構資金 　平成

機構資金 　平成

横浜銀行 　平成

機構資金 　平成

機構資金 　平成

機構資金 　平成

さがみ信用金庫 　平成

財政融資 　平成

機構資金 　平成

機構資金 　平成

機構資金 　平成

機構資金 　平成

財政融資 　平成

機構資金 　平成

横浜銀行 　平成

小計

借 入 先 発行年月日 発 行 総 額
償     還     高

単位：円

利率

％

令和

令和

令和 借換債

令和

令和

令和

令和 借換債

令和

令和 借換債

令和 借換債

令和 借換債

令和

令和

令和

令和 借換債

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和 平成28.12.20繰上償還（32,600,000円）

令和 平成28.12.20繰上償還（79,900,000円）

令和

令和 平成29.3.27前借  1,365,000,000円

令和 10年ごとの利率見直し方式

令和 10年ごとの利率見直し方式

令和 10年ごとの利率見直し方式

令和 10年ごとの利率見直し方式

令和 平成30.3.26前借  403,000,000円

令和 10年ごとの利率見直し方式

令和

未償還残高 発 行 価 額 償 還 終 期 備         考
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当年度償還高 償還高累計

中栄信用金庫 　平成

財政融資 　平成

神奈川県 　平成

秦野市農協 　平成

秦野市農協 　平成

機構資金 　平成

神奈川県 　平成

財政融資 　平成

神奈川県 　平成

神奈川県 　平成

神奈川県 　平成

さがみ信用金庫 　平成

機構資金 　平成

財政融資 　平成

神奈川県 　平成

機構資金 　平成

機構資金 　平成

財政融資 　平成

財政融資 　平成

機構資金 　平成

横浜銀行 　平成

機構資金 　平成

機構資金 　平成

横浜銀行 　平成

機構資金 　平成

機構資金 　平成

機構資金 　平成

さがみ信用金庫 　平成

財政融資 　平成

機構資金 　平成

機構資金 　平成

機構資金 　平成

機構資金 　平成

財政融資 　平成

機構資金 　平成

横浜銀行 　平成

小計

借 入 先 発行年月日 発 行 総 額
償     還     高

単位：円

利率

％

令和

令和

令和 借換債

令和

令和

令和

令和 借換債

令和

令和 借換債

令和 借換債

令和 借換債

令和

令和

令和

令和 借換債

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和 平成28.12.20繰上償還（32,600,000円）

令和 平成28.12.20繰上償還（79,900,000円）

令和

令和 平成29.3.27前借  1,365,000,000円

令和 10年ごとの利率見直し方式

令和 10年ごとの利率見直し方式

令和 10年ごとの利率見直し方式

令和 10年ごとの利率見直し方式

令和 平成30.3.26前借  403,000,000円

令和 10年ごとの利率見直し方式

令和

未償還残高 発 行 価 額 償 還 終 期 備         考
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当年度償還高 償還高累計
【流域下水道事業債】

財政融資 　平成 元.

財政融資 　平成

財政融資 　平成

財政融資 　平成

財政融資 　平成

財政融資 　平成

財政融資 　平成

財政融資 　平成

財政融資 　平成

財政融資 　平成

財政融資 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

財政融資 　平成

財政融資 　平成

機構資金 　平成

機構資金 　平成

財政融資 　平成

機構資金 　平成

財政融資 　平成

機構資金 　平成

財政融資 　平成

機構資金 　平成

財政融資 　平成

機構資金 　平成

機構資金 　平成

財政融資 　平成

財政融資 　平成

小計

合計

借 入 先
償     還     高

発行年月日 発 行 総 額

単位：円
利率

％

平成

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

未償還残高 備         考発 行 価 額 償 還 終 期
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当年度償還高 償還高累計
【流域下水道事業債】

財政融資 　平成 元.

財政融資 　平成

財政融資 　平成

財政融資 　平成

財政融資 　平成

財政融資 　平成

財政融資 　平成

財政融資 　平成

財政融資 　平成

財政融資 　平成

財政融資 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

公庫資金 　平成

財政融資 　平成

財政融資 　平成

機構資金 　平成

機構資金 　平成

財政融資 　平成

機構資金 　平成

財政融資 　平成

機構資金 　平成

財政融資 　平成

機構資金 　平成

財政融資 　平成

機構資金 　平成

機構資金 　平成

財政融資 　平成

財政融資 　平成

小計

合計

借 入 先
償     還     高

発行年月日 発 行 総 額

単位：円
利率

％

平成

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

未償還残高 備         考発 行 価 額 償 還 終 期
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ア　資産の譲渡等の対価以外の収入（負担金等）の使途について

   　 

　使途別内訳は、次のとおりとする。

単位：円

収 入 科 目 金 額

雨 水 処 理 負 担 金

雑 収 益

他会計補助金 条）

国庫補助金 条）

そ の 他 雑 収 益

企 業 債

他会計補助金 条）

国庫補助金 条）

受 益 者 負 担 金

分 担 金

その他資本的収入

合 計

（6) その他

　　消費税法第６０条第４項に規定する資産の譲渡等の対価以外の収入の金額及びその

使 途 別 内 訳

課税仕入れに係る
もの（特定収入）

課税仕入れ以外に係る
もの（特定収入以外）
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